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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月 平成20年３月

売上高
(百万
円)

51,811 56,666 72,701 75,625 75,663

経常利益
(百万
円)

3,500 4,738 6,584 5,544 5,116

当期純利益
又は当期純損失(△）

(百万
円)

1,531 △12,193 2,446 2,443 6,687

純資産額
(百万
円)

21,772 9,567 15,146 23,060 24,215

総資産額
(百万
円)

66,937 53,100 66,366 67,401 51,741

１株当たり純資産額 (円) 1,509.92662.96 926.31 1,068.461,393.88

１株当たり当期純利
益
又は当期純損失(△）

(円) 103.68△848.94 150.04 145.82 389.01

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.5 18.0 22.8 27.3 46.3

自己資本利益率 (％) 7.3 △77.8 19.8 14.6 31.6

株価収益率 (倍) 9.6 ― 12.3 9.5 2.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

5,097 4,616 6,453 5,951 4,684

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△1,484 △1,172 △1,837 △3,835 △3,995

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△4,360 △2,233 △653 △2,526 △5,526

現金及び現金同等物
の
期末残高

(百万
円)

6,708 7,920 11,896 11,490 6,657

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(人)
1,397
[1,347]

1,411
[1,574]

1,873
[2,580]

1,986
[2,756]

1,946
[2,963]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりませ
ん。なお、平成17年３月期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載し
ておりません。

３　平成17年３月期から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

４　平成17年３月期の当期純損失の発生要因は、主に減損損失の計上によるものであります。
５　平成18年３月期の売上高等の大幅な増加は、大豊商事㈱の株式取得に伴う連結子会社の増加等によるも
のであります。

６　平成20年３月期の当期純利益の大幅な増加は、主にスポーツ関連事業の整理に伴う損失が税務上実現し
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法人税等調整額を計上したことによるものであります。
７　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高
(百万
円)

28,182 28,882 29,157 30,431 32,013

経常利益
(百万
円)

1,649 1,741 2,506 2,353 1,922

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万
円)

569 △12,841 1,154 1,356 2,668

資本金
(百万
円)

6,581 6,581 7,782 7,782 7,782

発行済株式総数 (株) 14,399,67314,399,67316,299,67317,270,67317,270,673

純資産額
(百万
円)

22,684 9,769 13,824 16,073 18,202

総資産額
(百万
円)

40,105 30,416 33,587 34,375 39,763

１株当たり純資産
額

(円) 1,574.48 678.75 846.73 934.95 1,058.80

１株当たり配当額
[うち１株当たり
中間配当額]

(円)
9
[4]

8
[4]

8
[4]

8
[4]

8
[4]

１株当たり当期純
利益
又は当期純損失
(△)

(円) 38.02 △892.16 70.77 80.94 155.23

潜在株式調整後
１株当たり当期純
利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.6 32.1 41.2 46.8 45.8

自己資本利益率 (％) 2.6 △79.1 9.8 9.1 15.6

株価収益率 (倍) 26.3 ― 26.0 17.2 5.7

配当性向 (％) 23.7 ― 11.3 9.9 5.2

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(人)
692
[889]

704
[1,053]

692
[1,240]

718
[1,411]

753
[1,569]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　平成16年３月期の１株当たり配当額９円は、50周年を迎えて増額した記念配当１円を含んでおります。
３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。なお、平成
17年３月期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

４　平成17年３月期から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

５　平成17年３月期の当期純損失の発生要因は、主にスポーツ関連事業の事業再編に伴う関係会社に係る特
別損失の計上によるものであります。

６　平成20年３月期の当期純利益の増加は、主に関係会社の整理に伴う損失が税務上実現し法人税等調整額
を計上したこと等によるものであります。
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２ 【沿革】

昭和30年７月 寝具のリースを目的とする東海綿業㈱(現当社)設立。

昭和37年９月 岐阜県羽島市に羽島工場を建設し、寝具の作業設備を増強するとともに、病院用寝具のリース事

業に進出。

昭和42年１月 病院用ベッド、マット及び医療消耗品等の販売及びリースを開始。

昭和43年２月 ダストコントロール商品のリース及び販売並びに損害保険代理業を目的とする東海リース㈱を

設立。

昭和43年５月 ダストコントロール商品の販売を目的とする日本リースキン㈱を設立するとともに、フランチャ

イズシステムに基づくリースキン・エンタープライズ・チェーンを組織し、全国展開を開始。

昭和43年７月 神奈川県横浜市緑区で横浜工場の操業を開始。

昭和50年10月岐阜県羽島市に事務所を建設し、本社機能を移転。

商号を㈱トーカイに変更。

昭和54年４月 ダストコントロール商品の再生加工を目的とする日本サブリック㈱を設立。

昭和54年８月 貸衣裳事業を目的とする㈱衣裳館トーカイを設立。

昭和55年１月 東海リース㈱において、冠婚葬祭互助会として三慶会を設立し、互助会事業を開始。

昭和59年11月トーカイ開発㈱設立。

昭和61年４月 東海リース㈱、日本リースキン㈱、日本サブリック㈱及び㈱衣裳館トーカイの４社と合併。

昭和62年７月 病院基準給食事業を開始。

昭和63年12月名古屋証券取引所市場第二部へ上場。

平成元年２月 岐阜市に新本社ビル(一部テナント)完成、本社事務所として本社機能を移転。

平成元年４月 本店登記を岐阜市金園町から同市若宮町へ移転。

平成４年７月 トーカイ開発㈱、瑞穂トーアリゾート㈱の株式取得。

平成５年５月 ㈱サン・シング東海(現・連結子会社)設立。

平成７年５月 岐阜商事㈱の株式取得。

平成７年10月 たんぽぽ薬局㈱(現・連結子会社)設立。

平成13年４月 東海リース㈱(津市)、東海リース㈱(大阪市)の２社を合併。

平成14年10月㈱リースキンサポート(現・連結子会社)設立。

平成16年10月瑞穂トーアリゾート㈱の株式売却。

平成17年６月 大豊商事㈱の株式を取得し、その子会社４社（㈱トーカイ（商号が親会社と同一のため以後㈱

トーカイ（四国）という）（現・連結子会社）、㈱プレックス（現・連結子会社）、西日本たん

ぽぽ薬局㈱、㈲玉藻リネンサービス）と共に当社グループ加入。

平成18年10月当社を完全親会社とし、たんぽぽ薬局㈱を完全子会社とする株式交換を実施。

平成19年６月 大豊商事㈱を完全子会社とする株式取得を実施。

平成19年８月 ㈱トーカイ(四国)は、大豊商事㈱を吸収合併。

平成19年10月岐阜商事㈱の株式売却。

平成20年３月 トーカイ開発㈱の株式売却。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社11社及び関連会社２社で構成され、「健康生活サービス」、「調剤サービス」、「環
境サービス」、「会員制サービス」「その他」の５分野に関係する事業を行っています。各事業に携わる連結子会
社数は、健康生活サービス事業で４社、調剤サービス事業で１社、環境サービス事業で２社、会員制サービス事業で
１社、その他の事業で１社となっております。
当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。
 

「健康生活サービス」…この事業では、当社及び関係会社がシルバー事業（介護用品・機器等の販売及びレンタ
ル）、病院関連事業（病院寝具・白衣のレンタル、医療関連商品の販売及びレンタル、看護
補助業務、病院給食など病院運営のサポート事業）、寝具・寝装品類のレンタル及び販売、
ホテル・レジャー施設などへのシーツ類のレンタル、クリーニング設備の製造及び販売な
どを行っております。

　　［連結子会社］㈱トーカイ(四国)、㈱プレックス、トーカイフーズ㈱、㈱サン・シング東海
 

「調剤サービス」…この事業では、関係会社が調剤薬局の経営を行っております。
　［連結子会社］たんぽぽ薬局㈱

 
「環境サービス」…この事業では、当社及び関係会社が主にリースキンブランドの環境美化用品のレンタル及び

病院施設などの建物の清掃・管理を行っております。
［連結子会社］㈱ティ・アシスト、㈱リースキンサポート
 

「会員制サービス」…この事業では、関係会社が企業向けの情報配信サービスなどを行っております。
［連結子会社］㈱日本情報マート

 
「そ　　 の 　　他」…この事業では、関係会社が木工製品の製造販売を行っております。

［連結子会社］新八幡木工㈱
 
事業の系統図は次のとおりであります。
 

 

<主要な関係会社の異動の状況>

　連結子会社㈱トーカイ(四国)は、平成19年８月17日付で連結子会社大豊商事㈱を吸収合併しております。
　また、連結子会社であった㈱レインボー薬局は、平成19年6月30日付で保有株式の一部売却のため、また、岐阜商事
㈱は、平成19年10月31日付で、トーカイ開発㈱は平成20年3月18日付で、それぞれ全株式を売却したため、いずれも連
結の範囲から除外しております。
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４ 【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

㈱トーカイ(四国）(注２、５)香川県高松市 56
健康生活
サービス

100.0
当社は商品の販売及び資金の借入等を
行っております。
役員の兼任　有

㈱プレックス 香川県高松市 10
健康生活
サービス

100.0
(100.0)

当社は商品の購入等を行っておりま
す。
役員の兼任　無

トーカイフーズ㈱ 岐阜県羽島市 12
健康生活
サービス

100.0
当社は商品の購入及び外注委託等を
行っております。
役員の兼任　有

㈱サン・シング東海 岐阜県岐阜市 100
健康生活
サービス

51.0
当社は外注委託及び債務保証等を行っ
ております。
役員の兼任　有

たんぽぽ薬局㈱　(注２、５) 岐阜県岐阜市 693
調剤
サービス

100.0
当社は建物の賃貸及び商品の販売並び
に資金の借入等を行っております。
役員の兼任　有

㈱ティ・アシスト　 岐阜県岐阜市 10
環境
サービス

100.0
当社は外注委託等を行っております。
役員の兼任　有　　　

㈱リースキンサポート 岐阜県羽島市 30
環境
サービス

98.3
当社は外注委託等を行っております。
役員の兼任　有

㈱日本情報マート 東京都中央区 30
会員制
サービス

50.6
当社は資金の貸付け並びに債務保証等
を行っております。
役員の兼任　有

新八幡木工㈱ 岐阜県郡上市 48 その他 92.3
当社は商品の販売等を行っておりま
す。
役員の兼任　有

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数で記載しております。

５　㈱トーカイ(四国)及びたんぽぽ薬局㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等

㈱トーカイ(四国) (1)売上高 8,986百万円

 (2)経常利益 1,220百万円

 (3)当期純利益 704百万円

 (4)純資産額 8,999百万円

 (5)総資産額 11,705百万円

 

たんぽぽ薬局㈱ (1)売上高 24,571百万円

 (2)経常利益 2,051百万円

 (3)当期純利益 1,260百万円

 (4)純資産額 5,940百万円

 (5)総資産額 11,805百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

健康生活サービス 1,134[2,378]

調剤サービス 524[   72]

環境サービス 175[  502]

会員制サービス 15[   ―]

その他 29[    7]

全社(共通) 69[    4]

合計 1,946[2,963]

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は[　]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現
在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

753[1,569] 37.3 10.2 4,688,934

(注) １　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時

従業員数は[　]内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには、トーカイ労働組合が組織(組合員数564人)されており、ＵＩゼンセン同盟に属

しております。

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社トーカイ(E04826)

有価証券報告書

  8/111



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

①　業績の概況

当期における国内の経済情勢は、緩やかに景気拡大が続く基調を維持しつつも、米国発祥のサブ

プライム問題や原油価格などエネルギー・原材料の高騰に加え、急激な円高の進行など先行きに不

透明感を感じさせる状況のまま推移しました。

このような状況の中、当社グループでは平成14年から始めた事業再編が、当期に行ったスポーツ

事業等の譲渡により大詰めを迎え、ヘルスケアと環境という21世紀の中核事業を事業領域とする

「健康生活サービス」「調剤サービス」及び「環境サービス」をコアセグメントとすべく、事業の

選択と集中を断行してまいりました。

当期の連結業績は、他社へ譲渡した岐阜商事㈱の業績の下期分が連結上計上されなかったにも関

わらず、前述しましたコアセグメントの3事業が順調に推移し増収を果たしました結果、前期比微増

の756億63百万円（前年同期比0.1%増、38百万円増）の売上高となりました。利益面では岐阜商事㈱

の譲渡影響は大きく、ついで介護保険制度の変更の影響もあり、営業利益は48億66百万円（前年同

期比7.6%減、4億2百万円減）、経常利益も51億16百万円（前年同期比7.7%減、4億27百万円減）と減

益となりましたが、過去のスポーツ事業に対する損失が税務上実現したことにより繰延税金資産が

増加し、当期純利益は66億87百万円（前年同期比173.7%増、42億44百万円増）と過去最高益となり

ました。

また、トーカイ単体でも、売上高320億13百万円（前年同期比5.2%増、15億81百万円増）、営業利益

16億53百円（前年同期比24.8%減、5億44百万円減）、経常利益19億22百万円（前年同期比18.3%減、4

億30百万円減）、連結同様単体の当期純利益も26億68百万円と過去最高益となりました。

 

[事業のセグメント別概況]

①　健康生活サービス

当セグメントの基幹事業である病院関連事業では、多治見市民病院での包括業務受諾に成功する

など順調に推移したものの、シルバー事業での介護保険制度改正の影響が大きく、当セグメントは

増収減益となりました。

売上高　　　362億29百万円（前年同期比 4.4%増、15億11百万円増）

営業利益　　 31億70百万円（前年同期比18.6%減、 7億23百万円減）

 

②　調剤サービス

当期および前期の新規出店効果に加え、処方箋の長期化に伴い既存店の処方箋1枚当たりの売上

高が増加するなど順調に推移しました。

売上高　　　245億70百万円（前年同期比 9.2%増、20億80百万円増）

営業利益　　 19億 9百万円（前年同期比30.4%増、 4億44百万円増）
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③　環境サービス

病院清掃事業は関東エリアで積極的に受注を増加させるなど順調に推移し増収を確保しました

が、リースキン事業の減益をカバーするまでにはいたりませんでした。

売上高　　　99億79百万円（前年同期比0.7%減、69百万円減）

営業利益　　 7億66百万円（前年同期比1.7%減、13百万円減）

 

④　会員制サービス

当期末までにトーカイ開発㈱(現　㈱Ｐ.Ｉ.Ａ.ネクサス)の譲渡は完了しました。

売上高　　　 14億57百万円（前年同期比 5.9%減、91百万円減）

営業損失　　　　 37百万円（前年同期比27.7%減、14百万円減）

 

⑤　その他

岐阜商事㈱の損益が下期から連結損益に反映されなくなったため減収減益となりました。

売上高　　　 34億25百万円（前年同期比49.8%減、33億93百万円減）

営業利益　　　1億52百万円（前年同期比59.3%減、 2億21百万円減）

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、子会社

株式の追加取得や経常利益が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ48億32百万円

（42.0％）減少し、66億57百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動により得られた資金は、前年同期比12億67百万円減少し、46億

84百万円（前年同期比21.2％減）となりました。これは、主に介護保険の制度改正の影響により

「健康生活サービス」のシルバー事業が減益だったこと等により営業収入が減少したことによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動により支出した資金は、前年同期比1億60百万円増加し、39億95

百万円（前年同期比4.1％増）となりました。これは、主に連結子会社大豊商事㈱株式の追加取得に

よる支出及び連結子会社岐阜商事㈱の全株式売却による収入があったこと等によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動により支出した資金は、前年同期比30億円増加し、55億26百万

円（前年同期比118.7％増）となりました。これは、主に連結子会社トーカイ開発㈱のゴルフ場預託

金弁済による支出等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産及び仕入実績

当連結会計年度における生産及び仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。

なお、「調剤サービス」につきましては、生産実績がないため記載を省略しております。また、

「会員制サービス」につきましては、主な事業内容が役務の提供であるため、生産及び仕入実績を

金額あるいは数量で表すのは困難なため、記載を省略しております。

 

 (生産実績)

 
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

健康生活サービス 3,872 0.4

環境サービス 584 3.5

その他 525 △1.8

合計 4,981 0.5

(注) １　金額は、販売金額によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(仕入実績)

 
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

健康生活サービス 5,930 11.0

調剤サービス 16,852 8.5

環境サービス 2,687 △13.6

その他 2,468 △54.2

合計 27,938 △4.9

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注状況

当社グループは、大部分を見込み生産で行っているため、記載を省略しております。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

健康生活サービス 36,229 4.4

調剤サービス 24,570 9.2

環境サービス 9,979 △0.7

会員制サービス 1,457 △5.9

その他 3,425 △49.8

合計 75,663 0.1

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 当面の対処すべき課題の内容

当社グループが対処すべき課題は、事業の拡大とその内部体制の充実とをいかに整合性をとり

ながら進めていくかだと考えております。また、医療制度の改正、薬価改訂、介護保険制度の改正

などめまぐるしく変わる事業環境にも的確に対処していかなければなりません。

 

①　営業活動

当社グループが行っております事業は、その相手とする市場が成熟期にあるものと成長期にあ

るものとに分かれます。「環境サービス」など成熟期にあるものは、そのマーケットの大きな拡

大は望めませんが、厨房の衛生管理や個人市場の開拓など新たなビジネスチャンスを求めて、緩

やかな成長が持続できるよう努めなければならないと考えております。

一方、調剤薬局事業や給食事業のように成長余力があるものは、そのマーケットの拡大スピー

ドに遅れることなく着実な成長を遂げるための新たな人材の獲得と育成が、当面の課題となりま

す。また、病床数の増加が見込めない病院関連事業では、アウトソーシングされる事業の増加や外

注化率の増加を好機と捉え、積極的にシェア向上に取り組まなければなりません。また、介護保険

制度の改正に伴いそのマーケットボリュームがやや小さくなったシルバー事業では、業界の再編

は必至であり、その中で着実な成長が図れるようＭ＆Ａなどにも積極的に取り組んでまいりま

す。

全般的にサービス業においては、人材育成が他社との差別化を図る上での最重要課題であると

考え、人材の育成に力を注いでまいります。

 

②　環境活動

当社事業の利益の源泉でありますレンタル事業は、事業そのものが循環型社会を構築する上で

不可欠なものであり、当社事業の推進は環境保護に役立つと考えております。また、環境保護推進

の一環として、羽島本部でのＩＳＯ14001の登録認証に始まり、横浜支店や岐阜営業本部でも登録

認証の取得に至りました。

日常的には、その推進策のひとつとしまして職場環境の向上を目指し、「おそうじ読本」とい

うマニュアルを作成し、それに沿った全グループによる職場の環境美化運動を継続しておりま

す。また、レンタル資材のアイテム削減や廃棄シーツの再利用、廃棄ペットボトルを再利用したエ

コ寝具やエコマットの開発及び拡販を積極的に進めてまいります。さらに、洗濯設備を中核とす

る生産本部ではＣ重油並びに電力使用量、汚泥排出量及び産業廃棄物の削減に努めるべく年度ご

との目標を設け、着実な実施に向け努力を続けてまいります。全社規模では、エコドライブを推奨

して車両の燃料効率アップやコピー用紙の削減など、環境負荷の低減に努めてまいりたいと考え

ております。

 

③　ＩＲ活動

会社法は、企業の経営実態をより透明性の高いものへと変えていくことを要求しております

が、当社といたしましてもディスクロージャー体制のあり方やアカウンタビリティに対する認識

を深めることが大切であると考えております。四半期開示や決算の早期化に対応する基幹会計シ

ステムが本格稼動となり、よりスピーディな会計システム体制の構築に鋭意努めてまいりまし

た。今後は当社グループ内への普及を進め、更なる連結会計のスピードアップを図り、適切で公平

かつ迅速なＩＲ活動を推進してまいりたいと存じます。
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(2) 会社の支配に関する基本方針

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者（以下「方針決定を支配する者」と

いいます。）の在り方について、基本的には、株主の皆様の自由な判断に基づいた当社株式の自由

な取引を通じて決定されるべきものであると考えており、上場企業として多様な投資家の皆様に

当社の株主となっていただき、また、その様々なご意見を当社の財務および事業の方針の決定に

反映させることが望ましいと考えております。

昨今のわが国の資本市場においては、経営陣の同意なく、会社支配権の取得を意図して株式を

大量に買付けようとする試みが増加しつつあり、このような買付けの中には、当社および当社グ

ループの顧客、取引先、地域社会および従業員等ステークホルダーの利益を著しく損なう蓋然性

の高いものや、株主の皆様に十分な判断の時間や判断の材料を与えないものなど、当社の企業価

値および株主共同の利益に照らして望ましくない買付けが行われることも予想される状況にあ

ります。

当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益に照らして望ましくない買付けを行

おうとする者に対して、方針決定を支配する者となる機会を与えることは、株主の皆様からの

様々な意見を当社の財務および事業の方針の決定に反映させようとするにあたって望ましくな

いものと考えております。

以上をもって、方針決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいま

す。）といたします。

 

②　財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、以下のような取組みにより当社の企業価値および株主共同の利益を向上させること

が、多様な投資家の皆様からの当社への投資につながり、結果的に、基本方針の実現に資するもの

と考え、これらの取組みを実施しております。

(a) 事業特性および事業の根幹に対する認識

当社は、昭和30年の創業時から快適な職場環境や住空間の創造、人々の健康の増進や福祉

の向上に資することを目的に、社会に貢献できる企業を目指し半世紀に亘って様々な事業を

展開してまいりました。特に現在では、医療機関や老人福祉施設等比較的体力が弱った方々

が多く集まる場所で、各種の事業を展開しており、「衛生管理のプロ」としてのその専門的

な知識と経験を活かし、お客様に安心と安全をお届けしております。また、サービス業の基本

は「お客様第一」に徹することと認識し、サービスの過程での当社の従業員の接遇マナーの

良さに対しましても高い評価をいただいております。このように、当社では事業の現場を最

優先に考え、そこからお客様のニーズを的確に捉えて、それを提供することで当社のプレゼ

ンスを向上させ、ひいては当社グループの持続的な企業価値の向上に努めており、今後も継

続する所存であります。

(b) 顧客との連携及び協力体制

当社グループでは数多くの医療機関や福祉施設から様々な業務を受託しており、そのよう

な機関や施設と一体となってその運営に携わっております。福祉用具の貸与事業におきまし

ても、全国に550社を超える提携店に福祉用具を提供するとともに、ケアマネジャー様のご信

頼の下にエンドユーザー様に福祉用具を貸与しております。そして、平成20年３月期末に88

の店舗を有する調剤薬局では、病院様との緊密な連携を背景にして大勢の患者様にお薬を提

供させていただいております。さらに、環境サービスを構成するリースキン事業でも、全国に
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1300社もの代理店を有するフランチャイズ網を築いており、このような医療機関、福祉施設

や代理店との信頼関係は長い時間をかけて醸成してきたものであり、これらは、医療機関業

務の受諾やレンタル事業の根幹をなすものと考えております。

(c) 事業環境に対する取組み

高齢者人口の増加を背景に医療に対する支出が増加し続けており、国家財政にとっても大

きな問題となっておりますが、厚生労働省は医療や福祉にかかるコストを削減するために、

法律や制度の改正を立て続けに行なっており、当社グループを取り巻く環境は厳しいといわ

ざるを得ません。そこで、当社グループでは、医療機関や福祉施設から様々な事業を受諾する

ことにより、このような収益環境の土台をなす法制度改正の荒波を乗り越えております。つ

まり、一つ一つの事業を独立させるのではなく、有機的に結合させ複数のサービスを提供で

きることにより、当社グループの強さを際立たせ、ひいては企業価値の向上および株主共同

の利益の向上を図っております。

(d) さまざまなステークホルダーとの緊密な関係

当社では、株主の皆様、顧客、取引先や従業員等様々な関係者からの、当社グループの事業

特性へのご理解と事業そのものに対してのご協力に支えられて、これまで企業価値を高めて

まいるとともに、株主の皆様の共同利益の確保・向上に努めてまいりました。ですから、この

長年に亘って築いてきた協力体制を維持・発展させることをベースに当社グループの事業

の運営を進めることが、きわめて重要なことであると認識しております。したがって、引き続

き、この協力体制を踏まえた上で、当社グループの運営を行うことが、当社グループの企業価

値を最大化し、かつ株主共同の利益に資すると確信いたしております。

 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組み

当社取締役会は、基本方針に照らし不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、当社株式の大規模な買付けを行

う際の一定のルールを設ける必要があると考えました。

そこで、当社は、平成18年8月7日に開催された当社取締役会において、当社の企業価値およ

び株主共同の利益を確保・向上させるための対応策として、当社に対する濫用的な買収等を

未然に防止するため、「当社株式の大量買付提案に対する対応方針」(以下「本方針」とい

います。)を導入することを決議しております。

 

④　当社の取組みが、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではないことについて

(a) 財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

これらの取り組みは、いずれも、究極的には、当社株主共同の利益および当社企業価値を向

上させるための取組みであるため、これらの施策により、多様な投資家の皆様が当社へ投資

することが期待できるという意味で、多様な株主の皆様の様々な意見の反映という当社の基

本方針に沿うものであります。また、これらの施策は、当社の会社役員の地位の維持とは関係

がありません。

(b) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取組み

当社は、本方針の内容については、以下のような点から、基本方針に沿い、株主共同の利益
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を害するものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないものと考え

ております。

・議決権割合が20％以上となるような大規模買付者に対して事前に大規模買付情報の提供、

大規模買付行為の是非を判断する時間の確保、および代替案の提示を受ける機会を求める

ことによって、大規模買付者の提案に応じるか否かについて株主の皆様の適切な判断を可

能とするものです。したがって、株主共同の利益を害するものではなく、基本方針に沿う内

容となっております。

・対抗措置が発動される場合を、大規模買付者が予め定められた大規模買付ルールを遵守し

ない場合や、当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に限

定するものです。このように、対抗措置の発動は当社の企業価値および株主共同の利益に

適うか否かという観点から決定することとしておりますので、基本方針に沿い、株主共同

の利益を害するものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的としないものと

しております。

・独立性の高い当社社外監査役および外部の有識者を構成員とした独立委員会を設置し、対

抗措置の発動を当社取締役会が判断するにあたって、独立委員会の勧告等を最大限尊重す

ることとしております。また、当社取締役会において、必要に応じて外部専門家等の助言を

得ることができるものとしております。このように、対抗措置を発動できる場合か否かの

判断について、当社取締役会の恣意的判断を排除するための仕組みを備える内容といたし

ましたので、株主共同の利益を害するものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものでもないといえます。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態は、今後起こりうる様々な要因により影響を受ける可能性が

あります。以下に、当社グループの事業展開上のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす

可能性があると考えられる主な事項を記載しております。当社グループでは、これらリスク発生の可

能性を認識した上で、予防および対処について万全を期す所存であります。なお、文中における将来に

関する事項は当連結会計年度末日現在において当社が判断したもので、将来に渡るリスク全てを網羅

したものではありません。

①　事業活動に内包するリスクについて

当社グループでは、病院及びその関連施設をお客様として数多くのサービスを提供しております

が、その業務によっては食中毒や外部要因による食材の安定供給阻害、あるいは院内感染や調剤過誤

などを要因とするリスクを伴っております。当然のことながら、各種講習会や社内の啓蒙活動を通じ

て、これらリスクの発生を未然に防止するよう努めておりますが、その発生規模によっては当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 

②　法的規制について

当社グループのシルバー事業では介護保険法により法的規制を受けております。当該規制の変更に

ついては、関係省庁、各種業界団体からの情報収集に努め、これらリーガルリスクの影響を極小化する

よう努めておりますが、法改正によっては当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能

性があります。また、調剤薬局においては、薬剤師法や薬事法で薬剤師以外の調剤の禁止、薬局におけ

る薬剤師の配置人数も厳しく制限されております。このため、薬局の出店につきましては、薬剤師の必

要人数が確保されない場合は出店計画に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　Ｍ＆Ａ(企業の合併と買収)について

当社グループは、当社の事業目的に沿ってＭ＆Ａも重要な経営課題のひとつとして位置づけており

ます。Ｍ＆Ａを行う際は、その対象企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューデリジェンス

を行うことによって極力リスクの低減に努めておりますが、Ｍ＆Ａを行った後に、偶発債務や未認識

債務が発生する場合等が考えられます。また、Ｍ＆Ａの対象会社が外部環境の変化等各種の要因によ

り、当社の当初の期待通りの成果をあげられない可能性もあります。これらの場合には、当社グループ

の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

 

④　個人情報保護について

当社グループでは、数多くの個人情報を取り扱っており、コンピューター上の情報セキュリティに

は万全を期す方針でありますが、外部からのハッキングなど、不測の事態により、万が一、個人情報が

外部に遺漏するような事態に陥った場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

（フランチャイズ契約に関する事項）

当社グループは、環境サービスにおいてフランチャイズ契約(リースキン商品の販売及びレンタル)

に基づき、地方本部契約(平成20年３月31日現在69社)並びに代理店契約(平成20年３月31日現在1,299

店)を結んでおります。

 

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績

① 売上高

当連結会計年度の売上高は、他社へ譲渡した岐阜商事㈱の業績の下期分が連結上計上されず厳しい

状況でありましたが、当社や子会社たんぽぽ薬局㈱が順調に推移し、売上高756億63百万円と８期連続

の増収、過去最高の売上高となりました。これは、病院関連事業での看護補助業務など新規受諾の増加

や調剤薬局事業で処方箋長期化の影響と新規店舗の増加が主な要因であり、これら「健康生活サービ

ス」や「調剤サービス」を含むコアセグメントで増収を達成しました。

 

② 売上原価

売上原価は、前連結会計年度の577億98百万円から当連結会計年度は580億30百万円と2億32百万円

増加しました。これは、当社やたんぽぽ薬局㈱で売上高の増加に伴い売上原価が増加したこと、及び岐

阜商事㈱譲渡に伴い売上原価が減少したことによるものです。この結果、売上高売上原価比率は前年

同期比0.3ポイント増加し76.7％となりました。

 

③ 販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は前年同期比2億7百万円増加し127億67百万円となり、売上高販管費比率は

前年同期比0.3ポイント増の16.9％となりました。

 

④ 営業利益

営業利益は、介護用品のレンタルを行なうシルバー事業の軽度要介護者へのレンタル抑制や岐阜商

事㈱の譲渡に伴う影響が大きく、前年同期比4億2百万円減の48億66百万円（前年同期比7.6％減）と

減益となりました。セグメント別では「健康生活サービス」の営業利益が前年同期比7億23百万円

（18.6％）減、「調剤サービス」では前年同期比4億44百万円（30.4％）増、譲渡した岐阜商事㈱を含

む「その他」セグメントが前年同期比2億21百万円減（59.3％）となりました。

 

⑤ 営業外損益

営業外収益が前年同期比72百万円減少しましたが、営業外費用も前年同期比46百万円減少しまし

た。

 

⑥ 経常利益

営業利益の減少に伴い、経常利益も前年同期比7.7％減の51億16百万円となりました。

 

⑦ 特別損益

特別利益では岐阜商事㈱の譲渡等に伴う投資有価証券売却益が16億40百万円、トーカイ開発㈱の民

事再生計画に伴う債務免除益が56億52百万円となり、特別損失ではトーカイ開発㈱のスポーツ施設等

の減損損失を73億10百万円計上しました。

 

⑧ 当期純利益

当連結会計年度の当期純利益は、過去のスポーツ事業に対する損失が税務上実現したことによる繰

延税金資産の増加に伴い、前年同期比42億44百万円増の66億87百万円と過去最高益となりました。
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(2) 財政状態

当連結会計年度の資産合計は517億41百万円であり、前連結会計年度に比べて156億60百万円減少し

ております。また、負債合計は、前連結会計年度末の443億41百万円から当連結会計年度末は168億15百

万円減少し、275億26百万円となりました。これは、前連結会計年度においては連結子会社であった

トーカイ開発㈱(前連結会計年度末の資産合計100億69百万円、負債合計124億43百万円)及び岐阜商事

㈱(前連結会計年度末の資産合計44億26百万円、負債合計28億30百万円)の全株式を売却し、当連結会

計年度において連結の範囲から除外されたことにより、資産及び負債が減少したことが大きな要因と

なっております。

少数株主持分を含む純資産合計は、㈱トーカイ(四国)を完全子会社とする子会社株式の追加取得

（44億52百万円の支出）による少数株主持分の減少と当期純利益66億87百万円を計上したことなど

により、前連結会計年度末の230億60百万円から11億55百万円増加し、当連結会計年度末は242億15百

万円となりました。

また、キャッシュ・フローの状況から見ますと、税金等調整前当期純利益は46億45百万円となりま

したが、現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度末に比べて48億32百万円（42.0％）減少

し、当連結会計年度末には66億57百万円となりました。これは、主にスポーツ関連事業からの完全撤退

に伴うゴルフ場預託金弁済(55億52百万円の支出)よる事業再編を実施したことなどによるものであ

ります。

主な連結ベースでの指標につきましては、自己資本比率は27.3％から19.0ポイント増加し46.3％、

当連結会計年度の自己資本利益率は31.6％（前連結会計年度14.6％）となりました。また、当連結会

計年度末の債務償還年数は2.3年、インタレスト・カバレッジ・レシオは26.6倍と順調な結果となり、

財務の健全性を示す指標となっております。

(注) 指標につきましては下記により計算しております。

・自己資本比率（％）：自己資本（純資産合計－少数株主持分）／資産合計

・自己資本利益率（％）：当期純利益／（（期首・自己資本＋期末・自己資本）/２）

・債務償還年数（年）：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象

としております。

・インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）：営業活動によるキャッシュ・フロー／利息の支払額
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）では、当連結会計年度は全体で36億52百万円の設備投資を実

施しました。なお、設備投資額には有形固定資産、無形固定資産及び長期前払費用が含まれておりま

す。

「健康生活サービス」においては、当社及び連結子会社トーカイフーズ㈱において羽島インター工

場の新設9億62百万円、当社において三重工場の新設6億1百万円等を中心に23億8百万円の設備投資を

行いました。「調剤サービス」においては、連結子会社のたんぽぽ薬局㈱において新規店舗設備等を

中心に4億99百万円の設備投資を行いました。「環境サービス」においては、当社において洗濯設備の

更新等を中心に6億53百万円の設備投資を行いました。「会員制サービス」「その他」の事業及び全

社においては、合計で1億90百万円の設備投資を行いました。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成20年３月31日現
在

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

本社

(岐阜県岐阜市)

健康生活サービス

環境サービス

管理部門

本社機能 866 18
1,128

(2,150)
212 2,225

182

[25]

羽島本部

(岐阜県羽島市)

健康生活サービス

環境サービス

販売設備

洗濯設備
782 325

444

(24,652)

[10,051]

35 1,587
87

[153]

東京本部

(東京都中央区)

健康生活サービス

環境サービス
販売設備 194 ―

1,141

(162)
4 1,340

10

[4]

横浜支店

(神奈川県横浜市

緑区)

健康生活サービス

 

販売設備

洗濯設備
845 237

228

(5,014)

[731]

28 1,340
41

[59]

戸田支店

(埼玉県戸田市)

健康生活サービス

環境サービス
販売設備 446 0

1,162

(2,269)
5 1,615

23

[27]

 

(2) 国内子会社

平成20年３月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数(人)建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱トーカイ
(四国)

本社
(香川県高松
市)

健康生活
サービス

販売設備

洗濯設備
570 197

1,605
(28,555)
[7,559]

7 2,379
166
[238]
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(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。

２　上記の金額には、消費税等の金額は含まれておりません。

３　上記中[　]は、連結会社以外からの賃借設備であり、外書しております。

４　土地の面積及び金額のうち、当社の羽島工場は羽島本部に含め、㈱トーカイ（四国）の高松工場は㈱

トーカイ（四国）の本社に含めて記載しております。

５　現在休止中の主な設備はありません。

６　上記の他、主要なリース設備として以下のものがあります。

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

年間リース料

(百万円)

リース契約残高

（百万円）

提出会社
羽島本部

（岐阜県羽島市）

健康生活サービス

環境サービス
その他設備 189 513

７　従業員数の［　］は、臨時従業員数であり、外書しております。

８　前期まで事業所を事務所倉庫と洗濯工場とに区分し記載しておりましたが、当期より事業所ごとにまと

めて記載しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

 

(1) 重要な設備の新設等

平成20年３月31日現
在

会社名

事業所名
所在地

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手年月及び

完了予定年月
備考

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手年月 完了年月

提出会社

羽島本部

岐阜県

羽島市

健康生活サービ

ス

環境サービス

洗濯工場等 4,050 40

自己資金

及び借入

金

平成20年５

月

平成21年２

月

建物・機

械の新設

(注) 　上記の金額には、消費税等の金額は含まれておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協

会名

内容

普通株式 17,270,67317,270,673
名古屋証券取引所
(市場第二部)

―

計 17,270,67317,270,673― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年８月１日
(注1)

― 14,399,673 ― 6,581 △4,984 1,645

平成17年６月17日
(注2)

1,900,00016,299,6731,200 7,782 1,197 2,842

平成18年10月１日
(注3)

971,00017,270,673 ― 7,782 ― 2,842

(注) １　平成16年６月29日開催の定時株主総会において、旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金

4,984百万円を減少し、その全額をその他資本剰余金へ振替える旨の決議を行っております。振替後の

資本準備金残高は1,645百万円であります。

２　平成17年６月17日を払込期日とする一般募集による増資により、発行済株式総数が1,900,000株（発行

価額１株につき1,262円、発行価額の総額2,397百万円、資本組入額１株につき632円）、資本金が1,200

百万円、資本準備金が1,197百万円それぞれ増加しております。

３　平成18年10月１日付けで、たんぽぽ薬局㈱を当社の完全子会社とする株式交換を実施し、発行済株式総

数が971,000株増加しております。
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(5) 【所有者別状況】
平成20年３月31日現
在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 20 9 173 11 ― 2,242 2,455 ―

所有株式
数
(単元)

― 56,198333 52,99713,582― 49,434172,54416,273

所有株式
数
の 割 合
(％)

― 32.6 0.2 30.7 7.9 ― 28.6 100.0 ―

(注)　自己株式78,810株は、「個人その他」に788単元、「単元未満株式の状況」に10株含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈲小野木興産 岐阜県岐阜市九重町三丁目15番地 2,815 16.30

㈱大垣共立銀行
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行

㈱）

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地
(東京都中央区晴海一丁目8番12号)

710 4.11

㈱十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 705 4.08

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 704 4.08

日本トラスティ・サービス信託銀行
㈱
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 681 3.94

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地 671 3.89

トーカイ共友会 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地 629 3.64

小野木　孝二 岐阜県岐阜市 531 3.07

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目2番26号 525 3.04

ユービーオーシー　ユー・エス・エイ
・
（常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）

350 CALIFORNIA ST.SAN FRANCISCO
CA 94104 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内二丁目7番1号)

411 2.38

計 ― 8,387 48.56
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式

78,800

 
―

―

（相互保有株式）
普通株式

17,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

17,157,800
 

171,578
―

単元未満株式
普通株式

16,273
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 17,270,673― ―

総株主の議決権 ― 171,578 ―

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
㈱トーカイ

岐阜県岐阜市若宮町九丁目
16番地

78,800― 78,800 0.45

（相互保有株式）
㈲山本綿業

三重県松阪市駅部田町201
番地

17,800― 17,800 0.10

計 ― 96,600― 96,600 0.56

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 358 376,414

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)「当期間における取得自己株式」欄には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取請求による取得は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単元未満株式の売渡請求による売
渡)

3 2,700 14 13,706

保有自己株式数 78,810 ― 78,796 ―

(注)１　当期間の「その他（単元未満株式の売渡請求による売渡）」欄には、平成20年６月１日から有価証券報

告書提出日までに処分した株式数及びその処分価額の総額は含まれておりません。

２　当期間の「保有自己株式数」欄には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株の

買取による取得株式数及び単元未満株の売渡請求による処分株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

株主様への利益還元につきましては、安定的に継続配当することを基本に、当期及び今後の業績並

びに安定した商品供給やコスト削減のための設備の更新など基盤整備への投資なども勘案して行う

こととしております。当社の要となる「健康生活サービス」の各事業や「調剤サービス」では、業界

の再編に伴うＭ＆Ａやアウトソーシング化の加速により一層の業容の拡大が見込めると考えており、

しばらくは右肩上がりの成長路線を描くであろうと予想しております。従いまして利益配分につきま

しても、株主様への短期的な配当利回りの向上ではなく、一層の業績向上を目指し、一株当りの当期純

利益拡大に結びつく戦略的投資に充当したいと考えております。もちろん、将来的に安定成長段階に

至りました時は、株主様への還元を厚くすることも重要な選択肢の一つであると認識しております。

このような考えを基本に安定的な配当の継続に努めてまいります。当社は、中間配当と期末配当の

年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、会社法第454条第５項に規定する中間配当

をすることができる旨を定款に定めております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当につ

いては株主総会、中間配当については取締役会であります。

当連結会計年度につきましては、以上の方針に基づき、当期末配当は、平成20年６月27日の第53回定

時株主総会において１株につき普通配当４円（総額68百万円）と決議させていただきました。中間配

当（１株当たり４円、総額68百万円）と合わせ、当期の１株当たり配当金は年８円となっております。

 (注)　当期の中間配当に関する取締役会決議日　平成19年11月14日

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,020 1,590 2,500 1,980 1,432

最低(円) 649 753 1,345 1,237 810

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,199 1,169 1,190 1,165 1,054 991

最低(円) 1,006 1,050 1,080 970 973 870

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

 小野木　孝　二
昭和30年２月16日

生

昭和52年３月当社入社

(注)2 531

昭和56年９月当社取締役就任

昭和62年６月当社常務取締役就任

平成３年６月 当社専務取締役就任

平成６年６月 当社取締役副社長就任

平成７年６月 当社代表取締役副社長就任

平成10年６月当社代表取締役社長就任(現任)

 [他の主要な会社の代表状況]

平成７年10月たんぽぽ薬局㈱代表取締役社長就任

平成11年６月たんぽぽ薬局㈱代表取締役会長就任

(現任)

平成16年３月㈲小野木興産代表取締役社長就任(現

任)

平成18年５月㈱トーカイ(四国)代表取締役就任

平成19年８月㈱トーカイ(四国)代表取締役名誉会長

就任(現任)

代表取締役
専務

統括本部長 大　野　隆　章
昭和18年７月12日

生

平成５年６月 ㈱十六銀行取締役融資部長

(注)2 7

平成６年６月 同行退職

平成６年６月 当社取締役就任、営業推進本部長

平成７年４月 当社ＳＡ事業担当本部長

平成７年６月 当社常務取締役就任

平成８年６月 当社病院関連事業副本部長

平成９年４月 当社病院関連事業本部長

平成13年４月当社専務取締役就任

平成13年５月当社統括本部長(現任)

平成19年４月当社代表取締役専務就任(現任)

 [他の主要な会社の代表状況]

平成19年８月㈱トーカイ(四国)代表取締役社長就任

(現任)

常務取締役 総務本部長 安　藤　嘉　章
昭和20年１月１日

生

昭和61年10月テレス紳士服㈱退職

(注)2 9

昭和61年12月当社入社

平成２年４月 当社総務本部総合企画部長

平成５年４月 当社総務本部長

平成５年６月 当社取締役就任

平成10年４月当社総務本部長兼業務改革室長

平成12年６月当社常務取締役就任(現任)

平成13年７月当社総務本部長兼調達本部長

平成18年７月当社総務本部長(現任)

常務取締役
病院関連

事業本部
統括本部長

山　田　　　豊
昭和23年12月10日

生

昭和42年３月東海綿業㈱(現当社)入社

(注)2 7

平成元年４月 当社病院関連事業本部中部営業部長

平成９年４月 当社病院関連事業副本部長

平成12年７月当社執行役員病院関連事業副本部長

平成13年４月当社執行役員病院関連事業本部長

平成15年６月当社取締役病院関連事業本部長就任

平成19年４月当社常務取締役病院関連事業本部統括

本部長就任(現任)

取締役

リースキン

事業本部長
兼

東部営業推
進本部長

土　井　敏　正
昭和28年11月13日

生

昭和52年３月当社入社

(注)2 4

平成10年６月当社病院関連事業本部中部第二統括部

長

平成10年７月当社寝具・シルバー事業本部長

平成11年６月当社執行役員寝具・シルバー事業本部

長

平成15年４月当社執行役員リースキン事業本部長

平成15年６月当社取締役リースキン事業本部長就任

平成19年11月当社取締役リースキン事業本部長兼東

部営業推進本部長就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
Ｌ.Ｅ.Ｃ.
事業本部長

臼　井　忠　彦
昭和27年３月８日

生

平成14年２月㈱十六銀行退職

(注)2 1

平成15年７月当社入社執行役員L.E.C.事業本部副本部

長

平成19年４月当社執行役員L.E.C.事業本部長

平成19年６月当社取締役L.E.C.事業本部長就任(現

任)

取締役

生産本部長
兼

生産技術
部長

松　澤　昭　夫
昭和21年12月12日

生

平成17年６月ライオン㈱退職

(注)2 ―

平成17年７月当社入社執行役員生産本部長兼生産技

術部長

平成19年６月当社取締役生産本部長兼生産技術部長

就任(現任)

監査役
(常勤)

 市　原　廣　幸
昭和17年12月15日

生

昭和60年７月大和証券㈱退職

(注)3 12

昭和60年８月当社入社

昭和63年９月当社総務部長

平成５年４月 当社三慶会事業本部長

平成５年６月 当社取締役就任

平成11年６月当社執行役員三慶会事業本部長

平成13年４月当社執行役員リースキン事業副本部長

平成15年４月当社執行役員L.E.C.事業本部長

平成15年６月当社取締役L.E.C.事業本部長就任

平成19年６月当社監査役(常勤)就任(現任)

監査役
(常勤)

 舟　渡　克　行
昭和23年３月31日

生

昭和45年12月東海綿業㈱(現当社)入社

(注)4 11

平成４年４月 当社総務本部人事部長

平成９年４月 当社経理本部長

平成９年６月 当社取締役就任

平成11年６月当社執行役員経理本部長

平成20年６月当社監査役(常勤)就任(現任)

監査役  川　島　和　男
昭和16年９月１日

生

昭和49年４月川島和男法律事務所開設 所長就任(現

任)
(注)4 ―

昭和63年４月岐阜県弁護士会会長就任

昭和63年６月当社監査役就任(現任)

監査役  服　部　卓　郎
昭和15年６月10日

生

平成15年６月㈱日本無重量総合研究所監査役

(注)4 ―平成18年６月㈱日本無重量総合研究所監査役退任

平成19年６月当社監査役就任(現任)

計 583

(注) １　監査役川島和男及び服部卓郎は会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

２　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的

な人材の登用のため、執行役員制度を採用しております。執行役員は８名で、柴田隆(総務本部人事担当

本部長)、多賀慎一郎(病院関連事業本部東部担当本部長)、白木元朗(病院関連事業本部中西部担当本部

長)、須田充男(トーカイフーズ㈱担当)、岩崎彌廣(シルバー事業本部長)、藤居道雄(寝具・リネンサプ

ライ事業本部長)、広瀬章義（㈱ティ・アシスト担当）、堀江範人(経理本部長)とで構成されておりま

す。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに求められるものは、『公正、透明、説明責任と果すべき義務』だと認識

しておりますが、情報開示を進めていく中で、前述の要素が満たされているのかどうかを常に検証し

ていくことが大切であると考えております。

当社では、平成11年６月に執行役員制度を導入し、経営の執行と監視体制を明確に区分しておりま

す。取締役と執行役員で構成する役員会を中心とした迅速な意思決定とそれに基づく業務執行体制、

さらにその執行状況を厳しく監督する取締役会が当社のコーポレート・ガバナンスの根幹であり、そ

の結果につきましては適宜ディスクローズをしております。

 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　① 会社の機関の基本説明

当社では、監査役制度を採用し４名の監査役が監査に携わっており、うち２名は会社法第２条第

16号に定める社外監査役の資格要件を満たしております。このように２名の社外監査役を含む４名

の監査役が取締役の職務の執行を監査しており、経営の監視機能を十分に果していると考えており

ます。

 

　（図表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年６月30日現在
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　② 会社の機関の内容及び内部統制システム並びにリスク管理体制の整備の状況

当社の取締役は７名で、毎月１回定時取締役会を開催しており、業績の進捗管理と併せて種々の

経営上の問題について議論を重ね対策を検討しております。なお、激しい経営環境の変化に対応す

るために取締役の任期は１年で、その責任の所在を明確にする体制になっております。執行役員は

８名で構成され、取締役も参加する役員会は月に２回定期的に開催され、業務執行状況の報告と重

要な施策に関する議論を行っております。法務面につきましては、弁護士事務所と顧問契約を結び

適宜適切なアドバイスを受けております。また、会計監査人である監査法人トーマツからは、定期的

に監査を受けており、厳正なる会計監査はアカウンタビリティの向上につながるものと考えており

ます。

内部統制システムは、企業がその社会的使命を果すための基本となるものと認識しており、その

システムの行動範囲に関する部分を監査室が、会計に関する部分は経理本部が、制度変更など必要

に応じて設計変更を行っております。当社グループでは、平成16年12月に「トーカイ コンプライア

ンス マニュアル」を制定し、その中で取締役、監査役、執行役員及び社員の役割と責任を明確に規

定しております。個人情報保護については、平成17年３月に個人情報保護方針を策定し、ホームペー

ジ上で公開しています。また、平成18年４月にはコンプライアンス経営に資するものとして、公益通

報の相談窓口を設置しました。グループ会社の業務の適正性確保については、当社の総務本部がそ

の役割を担っております。

 

　③ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

会計監査人である監査法人トーマツ、監査役、当社グループの内部監査を所管する監査室及び会

計を所管する経理本部は、年間計画、監査結果などの定期的打ち合わせを行い、連携を高めておりま

す。

（内部監査）

当社では、監査室(２名)が年間の内部監査計画に基づく内部監査を実地し、その結果を定期的に

代表取締役に報告しております。当社グループにおける内部監査は、当社及び子会社が定める「内

部監査規程」に基づき、各部門における業務執行が諸法令、定款及び社内規定、基準に準拠し、業務

の適正化と不正過誤の防止及び社内コンプライアンス体制の確立に資することを目的としており

ます。

（監査役監査）

監査役は、取締役会及び役員会などの重要な会議に出席しているほか、重要書類の閲覧、主要な業

務部門や、子会社の業務遂行状況の聴取を定期的に行い、コンプライアンス、リスク管理及び社内規

程とその運用状況を確認し、適宜監査室から監査報告を受けております。また、会計監査において

は、会計監査人から監査計画及び監査実施状況の報告を受け会計監査の相当性を評価しておりま

す。

（会計監査）

会社法監査及び金融商品取引法監査について監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

　　　業務を執行した公認会計士　西松真人、鈴木晴久

　　　　　　　(注) 　監査年数はいずれも７年以内であります。

　　　所属監査法人　　　　　　　監査法人トーマツ

　　　監査業務に係る補助者　　　公認会計士４名、会計士補等10名、その他４名

 

　④ 社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役の該当者はおりません。

EDINET提出書類

株式会社トーカイ(E04826)

有価証券報告書

 31/111



当社と社外監査役２名との間に特別な利害関係はありません。

 

　⑤ 取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。

 

　⑥ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

　⑦ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

(a) 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な

資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするもの

であります。

　(b) 中間配当金

当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主

または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）をする

ことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目

的としております。

 

　⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、

株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 

(2) 役員報酬の内容

当期において、当社の取締役及び監査役に支払った報酬は以下のとおりであります。

取締役及び監査役の年間報酬額

取締役の年間報酬総額　７名　173百万円

監査役の年間報酬総額　４名　 23百万円（うち社外監査役２名 4百万円）

 

(3) 監査報酬の内容

当社の監査法人トーマツに対する報酬の額は、次のとおりです。

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務（監査証明業務）に基づく報酬：20

百万円

財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務：0百万円
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規

則に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基

づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年

３月31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務

諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年

４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20

年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※１  12,983   6,864  

２　受取手形及び売掛金 ※５  12,297   9,799  

３　有価証券   29   79  

４　たな卸資産   3,311   2,877  

５　繰延税金資産   1,441   1,364  

６　その他   272   288  

貸倒引当金   △100   △51  

流動資産合計   30,23544.9  21,22341.0

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物及び構築物 ※１ 19,902   13,580   

減価償却累計額  △11,672 8,230  △6,204 7,375  

(2) 機械装置及び運搬
具

 9,835   7,583   

減価償却累計額  △7,930 1,905  △6,135 1,448  

(3) 土地 ※1,4  11,541   8,423  

(4) コース勘定   3,290   ―  

(5) 建設仮勘定   377   149  

(6) その他  2,533   1,764   

減価償却累計額  △1,693 839  △1,042 721  

有形固定資産合計   26,18438.8  18,11835.0

２　無形固定資産        

(1) のれん ※６  1,079   1,016  

(2) ソフトウェア   224   ―  

(3) その他   466   522  

無形固定資産合計   1,7702.6  1,5393.0

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※1,2  5,128   3,410  

(2) 長期貸付金   98   105  

(3) 繰延税金資産   1,081   4,537  

(4) その他   2,982   2,829  

貸倒引当金   △80   △22  

投資その他の資産合
計

  9,21113.7  10,86021.0

固定資産合計   37,16655.1  30,51859.0

資産合計   67,401100.0  51,741100.0
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※1,5  10,122   7,916  

２　短期借入金 ※１  5,036   3,069  

３　一年内償還社債 ※１  240   240  

４　未払法人税等   766   1,025  

５　未払金   ―   2,618  

６　賞与引当金   958   935  

７　役員賞与引当金   41   20  

８　その他   3,532   611  

流動負債合計   20,69830.7  16,43831.8

Ⅱ　固定負債        

１　社債 ※１  3,270   3,030  

２　長期借入金 ※１  4,224   4,662  

３　繰延税金負債   436   56  

４　再評価に係る
　　繰延税金負債

※４  655   ―  

５　退職給付引当金   1,163   1,088  

６　役員退職慰労引当金   1,007   1,000  

７　預り保証金   11,476   529  

８　その他   1,410   721  

固定負債合計   23,64335.1  11,08721.4

負債合計   44,34165.8  27,52653.2

        

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   7,78211.6  7,78215.0

２　資本剰余金   4,336 6.4  4,336 8.4

３　利益剰余金   3,895 5.8  11,37922.0

４　自己株式   △106 △0.2  △106 △0.2

株主資本合計   15,90723.6  23,39145.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  1,502 2.2  572 1.1

２　土地再評価差額金 ※４  959 1.4  ― ―

評価・換算差額等合計   2,461 3.6  572 1.1

Ⅲ　少数株主持分   4,691 7.0  252 0.5

純資産合計   23,06034.2  24,21546.8
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負債純資産合計   67,401100.0  51,741100.0
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② 【連結損益計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   75,625100.0  75,663100.0

Ⅱ　売上原価   57,79876.4  58,03076.7

売上総利益   17,82723.6  17,63323.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　荷造運搬費  891   ―   

２　貸倒引当金繰入額  7   ―   

３　役員報酬  516   ―   

４　給料手当  4,779   ―   

５　賞与引当金繰入額  453   ―   

６　役員賞与引当金繰入額  41   ―   

７　退職給付費用  173   ―   
８　役員退職慰労引当金
繰入額

 55   ―   

９　福利厚生費  1,182   ―   

10　租税公課  272   ―   

11　減価償却費  410   ―   

12　その他  3,776 12,55916.6 ― 12,76716.9

営業利益   5,2687.0  4,8666.4

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  25   33   

２　受取配当金  66   71   

３　受取手数料  ―   69   

４　匿名組合投資利益  33   42   

５　預り保証金償却差額  109   ―   

６　助成金収入  34   ―   

７　その他  308 579 0.7 288 506 0.7

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  179   178   

２　株式交付費  2   ―   

３　社債発行費  39   ―   

４　家賃収入原価  ―   26   

５　その他  80 302 0.4 51 256 0.3

経常利益   5,5447.3  5,1166.8

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※２ 131   33   

２　投資有価証券売却益  13   1,640   

３　貸倒引当金戻入益  45   22   

４　債務免除益  ―   5,652   

５　その他  0 190 0.2 ― 7,3499.7

Ⅶ　特別損失        

１　前期損益修正損 ※３ 21   ―   

２　固定資産売却損 ※４ 18   4   

３　固定資産除却損 ※５ 316   116   

４　投資有価証券評価損  0   13   

５　減損損失 ※６ 19   7,310   

６　災害損失  28   ―   

７　その他 ※７ 0 404 0.5 374 7,82010.4
税金等調整前当期純利
益

  5,3307.0  4,6456.1

法人税、住民税及び
事業税

 1,544   1,751   

法人税等調整額  805 2,3503.1 △3,812 △2,061△2.7
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少数株主利益   536 0.7  18 0.0

当期純利益   2,4433.2  6,6878.8
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成18年３月31日残高(百万

円)
7,7822,8421,887△17 12,4941,934717 2,6525,27420,420

連結会計年度中の変動額           

　新株の発行  1,491   1,491     1,491

　剰余金の配当（注）   △65  △65     △65

　剰余金の配当   △65  △65     △65

　役員賞与（注）   △63  △63     △63

　当期純利益   2,443  2,443     2,443

自己株式の取得    △99 △99     △99

　自己株式の処分  2  10 12     12

土地再評価差額金取崩   △241  △241  241 241  ―

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額
(純額)

     △432 ― △432 △582△1,015

連結会計年度中の変動額合
計
(百万円)

― 1,4932,008△88 3,413△432 241 △191 △582 2,639

平成19年３月31日残高(百万

円)
7,7824,3363,895△106 15,9071,502959 2,4614,69123,060

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

 

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成19年３月31日残高(百

万円)
7,7824,3363,895△106 15,9071,502959 2,4614,69123,060

連結会計年度中の変動額           

　剰余金の配当   △137  △137     △137

　当期純利益   6,687  6,687     6,687

連結子会社減少に伴う変

動額
  △25  △25     △25

自己株式の取得    △0 △0     △0

　自己株式の処分    0 0     0

土地再評価差額金取崩   959  959  △959 △959  ―
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　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額
(純額)

     △929 ― △929△4,439△5,369

連結会計年度中の変動額合
計
(百万円)

― ― 7,483△0 7,483△929△959△1,889△4,4391,155

平成20年３月31日残高(百

万円)
7,7824,33611,379△106 23,391572 ― 572 252 24,215
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  5,330 4,645

減価償却費  1,631 1,676

減損損失  19 7,310

のれん償却額  272 366

貸倒引当金の増減額(減少：△)  △511 △76

賞与引当金の増減額(減少：△)  37 37

役員賞与引当金の増減額(減少：△)  41 △6

退職給付引当金の増減額(減少：△)  △1,238 △21

役員退職慰労引当金の増減額(減少：
△)

 45 47

受取利息及び受取配当金  △92 △105

支払利息  179 178

債務免除益  ― △5,652

匿名組合投資利益  △33 △42

デリバティブ評価損益(評価益：△)  △3 ―

株式交付費  2 ―

社債発行費  39 ―

固定資産売却損益(売却益：△)  △113 ―

固定資産除却損  316 116

投資有価証券売却損益(売却益：△)  △13 △1,638

投資有価証券評価損  0 ―

売上債権の増減額(増加：△)  16 62

たな卸資産の増減額(増加：△)  △88 84

仕入債務の増減額(減少：△)  725 △497

退職給付制度移行未払金の増減額
(減少：△)

 1,035 △272

その他の流動負債の増減額(減少：△)  368 △19

その他  △58 △38

小計  7,912 6,151

利息及び配当金の受取額  83 93

利息の支払額  △159 △175

法人税等の還付額  0 38

法人税等の支払額  △1,885 △1,423

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,951 4,684
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △1,703 △1,369

定期預金の払戻による収入  549 2,559

有価証券の取得による支出  △29 ―

有価証券の償還による収入  19 ―

有形固定資産の取得による支出  △2,181 △3,009

有形固定資産の売却による収入  179 61

投資有価証券の取得による支出  △165 △106

投資有価証券の売却による収入  18 31

連結子会社株式の追加取得による支出  △14 △4,468

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入

※３ ― 2,750

貸付けによる支出  △58 △136

貸付金の回収による収入  49 115

その他(純額)  △499 △422

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,835 △3,995

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額(純額)  △408 318

長期借入れによる収入  1,200 3,000

長期借入金の返済による支出  △3,073 △2,374

社債の発行による収入  1,960 ―

社債の償還による支出  △1,190 △240

自己株式の取得又は売却による収支
(純額)

 △71 △0

配当金の支払額  △129 △137

少数株主への配当金の支払額  △17 △2

会員預託金の減少による支出  △190 △5,552

割賦未払金の返済による支出  △604 △537

その他(純額)  △2 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,526 △5,526

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  3 5

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  △405 △4,832

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  11,896 11,490

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,490 6,657

    
 

次へ
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　13社
連結子会社名
①大豊商事㈱
②㈱トーカイ(四国)
③㈱プレックス
④トーカイフーズ㈱
⑤㈱サン・シング東海
⑥たんぽぽ薬局㈱
⑦㈱レインボー薬局
⑧㈱ティ・アシスト
⑨㈱リースキンサポート
⑩トーカイ開発㈱
⑪㈱日本情報マート
⑫岐阜商事㈱
⑬新八幡木工㈱
 
　連結子会社たんぽぽ薬局㈱は、平成
18年７月１日付で連結子会社㈱高山
調剤センターを吸収合併しておりま
す。

(1) 連結子会社の数　９社
連結子会社名
①㈱トーカイ(四国)
②㈱プレックス
③トーカイフーズ㈱
④㈱サン・シング東海
⑤たんぽぽ薬局㈱
⑥㈱ティ・アシスト
⑦㈱リースキンサポート
⑧㈱日本情報マート
⑨新八幡木工㈱
 
　連結子会社㈱トーカイ(四国)は、平
成19年８月17日付で連結子会社大豊
商事㈱を吸収合併しております。
　また、連結子会社であった岐阜商事
㈱は、当連結会計年度中に全株式を
売却したため、連結の範囲から除外
しておりますが、中間期末日(平成19
年9月30日)までの損益計算書を連結
しております。
　さらに、連結子会社であったトーカ
イ開発㈱についても、当連結会計年
度中に全株式を売却したため、連結
の範囲から除外しておりますが、株
式譲渡日(平成20年３月18日)までの
損益計算書を連結しております。
　なお、前連結会計年度まで連結子会
社であった㈱レインボー薬局は、保
有株式の売却に伴い当連結会計年度
より連結の範囲から除外しておりま
す。

 (2) 主要な非連結子会社の名称
①㈲玉藻リネンサービス
　（連結の範囲から除いた理由）
　　非連結子会社は、小規模会社であり、
総資産、売上高、当期純損益(持分に
見合う額)及び利益剰余金(持分に見
合う額)等はいずれも連結財務諸表
に重要な影響を及ぼしていないため
であります。

(2) 主要な非連結子会社の名称
①㈲玉藻リネンサービス
　（連結の範囲から除いた理由）
　　　　同左

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用の非連結子会社はあり
ません。

(1) 　　同左

 (2) 持分法適用の関連会社はありませ
ん。

(2) 　　同左

 (3) 持分法を適用していない主要な会
社等の名称

　①㈲玉藻リネンサービス

(3) 持分法を適用していない主要な会
社等の名称

　①㈲玉藻リネンサービス
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 　（持分法の適用から除いた理由）
　　非連結子会社及び関連会社は、当期
純損益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等からみて、
持分法の対象から除いても連結財務
諸表に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため、
持分法の適用範囲から除外しており
ます。

　（持分法の適用から除いた理由）
　　　　同左

３　連結子会社の事業年
度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、すべて連結
決算日と一致しております。

　　　　同左

４　会計処理基準に関す
る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　①有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　　　‥‥償却原価法（定額法）
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　‥‥決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法
により処理し、売却原
価は移動平均法により
算定しております。)

　　　　時価のないもの
　　　　　‥‥移動平均法に基づく原価法
　②デリバティブ
　　　　　‥‥時価法
　③たな卸資産
　　　　　‥‥主として移動平均法に基づ

く原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　①有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　　　‥‥同左
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　‥‥同左
 
 
 
 
 
 
　　　　時価のないもの
　　　　　‥‥同左
 
　②デリバティブ
　　　　　‥‥同左
　③たな卸資産
　　　　　‥‥同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　①有形固定資産
　　　建物(建物附属設備を除く)
　　　　　‥‥定額法
　　　その他の有形固定資産
　　　　　‥‥定率法
　　　　　ただし、連結子会社のゴルフ場設

備及びスキー場設備は、定額
法を採用しております。

　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとお
りです。

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び
運搬具

３～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　①有形固定資産
　　　建物(建物附属設備を除く)
　　　　　‥‥同左
　　　その他の有形固定資産
　　　　　‥‥同左
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び
運搬具

３～17年

  　（会計方針の変更）
　　当社及び連結子会社は、法人税法の
改正に伴い、当連結会計年度より平
成19年４月１日以降に取得した有形
固定資産については、改正後の法人
税法に基づく減価償却の方法に変更
しております。
これに伴い、前連結会計年度と同
一の方法によった場合と比べ、営業
利益、経常利益、税金等調整前当期
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 

  　　純利益はそれぞれ55百万円減少
しております。なお、セグメント
情報に与える影響については、当
該箇所に記載しております。

　（追加情報）
　　当社及び連結子会社は、法人税法
の改正に伴い、当連結会計年度よ
り平成19年３月31日以前に取得
した有形固定資産については、償
却可能限度額までの償却が終了
した翌年から、取得価額の５％相
当額と備忘価額との差額を５年
間で均等償却する方法によって
おります。

　　これに伴い、前連結会計年度と同
一の方法によった場合と比べ、営
業利益、経常利益、税金等調整前
当期純利益はそれぞれ72百万円
減少しております。なお、セグメ
ント情報に与える影響について
は、当該箇所に記載しておりま
す。

 

 

 　②無形固定資産
　　　ソフトウェア(自社利用分)
　　　　　‥‥社内における利用可能   期

間(５年)に基づく定額
法

　②無形固定資産
　　　ソフトウェア(自社利用分)
　　　　　‥‥同左
 
 

 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法
　　　株式交付費及び社債発行費は、支出
時に全額費用として処理しており
ます。

(3) 　　　――――――

 

 (4) 重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

(4) 重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　　　同左

 

 　②賞与引当金
　　　従業員に支給する賞与に充てるた
め、支給見込額のうち当連結会計年
度の負担額を計上しております。

　②賞与引当金
　　　　同左

 

 　③役員賞与引当金
　　　役員賞与の支出に備えるため、当連
結会計年度における支給見込額に
基づき計上しております。

　　（会計方針の変更）
　　　当連結会計年度より「役員賞与に関
する会計基準」（企業会計基準委
員会　平成17年11月29日　企業会計
基準第４号）を適用しております。

　　　この結果、従来の方法に比べて、営業
利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益は、それぞれ41百万円減少
しております。

　　　なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。

　③役員賞与引当金
　　　役員賞与の支出に備えるため、当
連結会計年度における支給見込
額に基づき計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 　④退職給付引当金
　　　一部の連結子会社の従業員の退職
給付に備えるため、当連結会計年
度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上
しております。

　　　数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理して
おります。

　　　また、当社において執行役員の退
職金の支給に備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計上して
おります。

　④退職給付引当金
　　　一部の連結子会社の従業員の退
職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。

　　　数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理して
おります。

　　　また、当社において執行役員の退
職金の支給に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上し
ております。

 　　（追加情報）
　　　当社は、確定拠出年金法の施行に
伴い、平成18年４月に適格退職年
金制度及び退職一時金制度から
確定拠出年金制度へ移行し、「退
職給付制度間の移行等に関する
会計処理」（企業会計基準委員
会　平成14年１月31日　企業会計
基準適用指針第１号）を適用し
ております。

　

 　　　なお、確定拠出年金制度への移換
額1,318百万円は、６年間で移換
することとしており、当連結会計
年度末の未移換額1,035百万円は
未払金（流動負債「その他」）
及び長期未払金（固定負債「そ
の他」）に計上しております。

 

 　⑤役員退職慰労引当金
　　　当社及び一部の連結子会社は、役
員退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

　⑤役員退職慰労引当金
　　　　同左

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。

(5) 　　　――――――

 (6) 重要なリース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によって
おります。

(6) 重要なリース取引の処理方法
　　　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (7) 重要なヘッジ会計の方法
　①ヘッジ会計の方法
　　　金利スワップについて特例処理
によっております。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段‥‥金利スワップ取引
　　ヘッジ対象‥‥変動金利借入金
　③ヘッジ方針
　　　金利スワップ取引で、変動金利を
固定化することにより将来の金
利上昇リスクを回避するもので
あります。

　④ヘッジ有効性の評価
　　　特例処理の要件を充足している
ため、ヘッジ有効性の評価を省
略しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法
　①ヘッジ会計の方法
　　　　同左
 
　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段‥‥同左
　　ヘッジ対象‥‥同左
　③ヘッジ方針
　　　　同左
 
 
 
　④ヘッジ有効性の評価
　　　　同左

 (8) その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

　　消費税等の会計処理の方法
　　　消費税及び地方消費税の会計処
理は税抜方式によっておりま
す。

　　　ただし、資産に係る控除対象外消
費税等は、発生連結会計年度の
期間費用としております。

(8) その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

　　消費税等の会計処理の方法
　　　　同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価
については、全面時価評価法を採用
しております。

　　　　同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却につ
いては、５年間の定額法により償却
を行っております。

　　　　同左

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３か月以内に償
還期限の到来する短期投資からなっ
ております。

　　　　同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準第５号（企業会
計基準委員会 平成17年12月９日））及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準適用指針第８号（企業会計基準委
員会 平成17年12月９日））を適用しております。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は18,369
百万円であります。
なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純
資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、
改正後の連結財務諸表規則に基づき作成しておりま
す。

――――――

（企業結合に関する会計基準）
当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」
（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成
17年12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用
指針第10号 平成18年12月22日）を適用しております。

――――――
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表示方法の変更

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結貸借対照表関係）
連結財務諸表規則の改正に伴い、「連結調整勘定」
並びに無形固定資産の「その他」に含めて表示して
おりました営業権は、当連結会計年度より「のれん」
として表示しております。
なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている
営業権は116百万円であります。
 
前連結会計年度まで、旧有限会社法に規定する有限
会社に対する出資持分は、投資その他の資産の「その
他」に含めて表示しておりましたが、会社法及び会社
法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第２
条第２項により、その持分が有価証券とみなされるこ
ととなったことから、当連結会計年度より投資その他
の資産の「投資有価証券」に含めて表示しておりま
す。
なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含め
た特例有限会社に対する出資持分は54百万円であり
ます。

（連結貸借対照表関係）
１　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「ソ
フトウェア」（当連結会計年度末の残高は302百万
円）は、当連結会計年度において資産の総額の100
分の５以下であり、金額的重要性が乏しいため、無
形固定資産の「その他」に含めて表示しておりま
す。
２　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含め
て表示しておりました「未払金」は、当連結会計年
度において、負債及び純資産の合計額の100分の５
を超えたため区分掲記しております。なお、前連結
会計年度末の「未払金」は2,701百万円でありま
す。

（連結損益計算書関係）
「社債発行費」は前連結会計年度まで営業外費用
の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結
会計年度において、営業外費用の総額の100分の10を
超えたため、区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている
「社債発行費」は7百万円であります。

（連結損益計算書関係）
１　前連結会計年度まで販売費及び一般管理費は、適
当と認められる費目に分類し掲記しておりました
が、当連結会計年度より一括して掲記し、その主要
な費用及び金額を注記することとしております。
２　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含
めて表示しておりました「受取手数料」は、当連結
会計年度において、営業外収益の総額の100分の10
を超えたため、区分掲記しております。なお、前連結
会計年度の「その他」に含まれている「受取手数
料」は57百万円であります。
３　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「預
り保証金償却差額」（当連結会計年度は43百万
円）及び「助成金収入」（当連結会計年度は24百
万円）は、当連結会計年度において営業外収益の総
額の100分の10以下であり、金額的重要性が乏しく
なったため、営業外収益の「その他」に含めて表示
しております。
４　前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含
めて表示しておりました「家賃収入原価」は、当連
結会計年度において、営業外費用の総額の100分の
10を超えたため区分掲記しております。なお、前連
結会計年度における「家賃収入原価」は26百万円
であります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係)
連結財務諸表規則の改正に伴い、「減価償却費」に
含めて表示しておりました営業権償却及び「連結調
整勘定償却額」は、当連結会計年度より「のれん償却
額」として表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係)
１　営業活動によるキャッシュ・フローの「デリバ
ティブ評価損益」（当連結会計年度は3百万円）及
び「固定資産売却損益」（当連結会計年度は△28
百万円）並びに「投資有価証券評価損」（当連結
会計年度は13百万円）は、当連結会計年度におい
て、金額的重要性が乏しいため「その他」に含めて
表示しております。
２　投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券
の取得による支出」（当連結会計年度は△29百万
円）及び「有価証券の償還による収入」（当連結
会計年度は29百万円）は、当連結会計年度におい
て、金額的重要性が乏しいため「その他」に含めて
表示しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　現金及び預金 500百万円

　建物及び構築物 1,285百万円

　土地 657百万円

　投資有価証券 1,657百万円

　合計 4,100百万円

　　担保付債務は、次のとおりであります。

　支払手形及び買掛金 109百万円

　短期借入金 805百万円

　社債 560百万円

(一年内償還社債を含む)  

　長期借入金 1,824百万円

　合計 3,299百万円

※１　担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　建物及び構築物 647百万円

　土地 252百万円

　投資有価証券 981百万円

　合計 1,881百万円

　　担保付債務は、次のとおりであります。

　社債 920百万円

(一年内償還社債を含む)  

　長期借入金 2,650百万円

　合計 3,570百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に係る項目
　　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと
おりであります。

　投資有価証券(株式) 80百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に係る項目
　　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと
おりであります。

　投資有価証券(株式) 162百万円

　３　保証債務
(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等からの借入に対
し、債務保証を行っております。

　㈱トーカイ従業員１人 1百万円

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱のゴルフ会員権を
購入する顧客のため、金融機関との提携ローンに対
し、債務保証を行っております。

 174百万円

(3) 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に
対し、債務保証を行っております。

　シーシーエヌ㈱ 90百万円

　その他(１社） 0百万円

　　合計 267百万円

　３　保証債務
　　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対
し、債務保証を行っております。

　シーシーエヌ㈱ 68百万円

　その他 2百万円

　合計 71百万円

※４　事業用土地の再評価
　連結子会社のうちトーカイ開発㈱は、「土地の再
評価に関する法律」(平成10年３月31日　公布法律
第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律」(平成13年３月31日　公布法律第19
号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再
評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上しております。

※４　　　　　　　――――――

　・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令
(平成10年３月31日　公布政令第119号)第２条第
４号に定める地価税法第16条に規定する地価税
の課税価格の計算の基礎となる土地の価格(路線
価)に基づき奥行価格補正等の合理的な調整を
行って算出しております。

　・再評価を行った年月日

 …平成14年３月31日

　・再評価を行った土地の当期末における時価と再評
価後の帳簿価額との差額

 △1,432 百万円
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※５　当連結会計年度末日の満期手形の処理について
は、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日
であったため、次の満期手形が連結会計年度末日
の残高に含まれております。

受取手形 89 百万円

支払手形 301 百万円

※５　　　　　　　――――――

※６　のれん及び負ののれんの表示
　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。
相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 1,119 百万円

負ののれん 40 百万円

差引 1,079 百万円

※６　のれん及び負ののれんの表示
　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。
相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 1,044 百万円

負ののれん 27 百万円

差引 1,016 百万円

 

 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　　　　　　　―――――― ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。
　荷造運搬費 924百万円
　貸倒引当金繰入額 0百万円
　役員報酬 472百万円
　給料手当 4,806百万円
　賞与引当金繰入額 462百万円
　役員賞与引当金繰入額 35百万円
　退職給付費用 177百万円
役員退職慰労引当金繰入額 76百万円
福利厚生費 1,187百万円
租税公課 264百万円
　減価償却費 484百万円

※２　固定資産売却益の内訳
　土地 127百万円

　その他 3百万円

　　合計 131百万円

※２　固定資産売却益の内訳
　投資その他の資産（その他） 14百万円
　無形固定資産（その他） 12百万円

　その他 6百万円

　　合計 33百万円

※３　前期損益修正損の内訳
　過年度保証金等償却額の修正 20百万円

　その他 1百万円

　　合計 21百万円

※３　　　　　　　――――――
 

※４　固定資産売却損の内訳
　有形固定資産（その他） 14百万円

　その他 3百万円

　　合計 18百万円

※４　固定資産売却損の内訳
　土地 2百万円

　その他 2百万円

　　合計 4百万円
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※５　固定資産除却損の内訳
　建物及び構築物 261百万円
　機械装置及び運搬具 24百万円
　投資その他の資産（その他） 17百万円

　その他 12百万円

　　合計 316百万円

※５　固定資産除却損の内訳
　建物及び構築物 46百万円
　機械装置及び運搬具 27百万円
　有形固定資産（その他） 15百万円
　投資その他の資産（その他） 24百万円

　その他 2百万円

　　合計 116百万円

 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※６　減損損失の内訳等
(1) 減損損失を認識した資産グループの概要
① 用途
調剤サービス事業の調剤薬局施設

② 種類及び場所
調剤薬局施設のうち、岐阜県不破郡及び愛知県一
宮市に保有する店舗建物施設等の減損損失を計上
しました。
③ 減損損失の内訳
（不動産等）
　建物及び構築物 14百万円

　その他 4百万円

　　計 19百万円

※６　減損損失の内訳等
(1) 減損損失を認識した資産グループの概要
① 用途
会員制サービス事業のスポーツ関連施設及び遊
休不動産等
② 種類及び場所
スポーツ関連施設は、ゴルフ場「瑞浪トーカイカ
ントリークラブ」（岐阜県瑞浪市）「上宝トーカ
イカントリークラブ」（岐阜県高山市）及びス
キー場「ホワイトピアたかす」（岐阜県郡上市）
の３施設について、遊休不動産は、三重県松阪市他
に保有する土地等について減損損失を計上しまし
た。
③ 減損損失の内訳
（スポーツ関連施設）
　建物及び構築物 2,020百万円
　機械装置及び運搬具 641百万円
　土地 2,693百万円
　コース勘定 1,705百万円

　その他 213百万円

　　計 7,274百万円
（遊休不動産等）
　土地 17百万円

　その他 18百万円

　　計 36百万円

　　合計 7,310百万円
(2) 資産のグルーピングの方法

当社グループは、事業の区分をもとに、概ね独立
したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と
して、主に事業所を単位として資産のグルーピング
を行っております。
なお、減損損失を認識した不動産等については、
それぞれ個別の物件毎にグルーピングしておりま
す。

(2) 資産のグルーピングの方法
当社グループは、事業の区分をもとに、概ね独立
したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と
して、主に事業所を単位として資産のグルーピング
を行っております。
なお、減損損失を認識したスポーツ関連施設及び
遊休不動産等については、それぞれ個別の物件毎に
グルーピングしております。

(3) 減損損失の認識に至った経緯
調剤薬局施設のうち、営業活動から生ずる損益が
継続してマイナスの施設について減損損失を認識
しました。
 

(3) 減損損失の認識に至った経緯
スポーツ関連施設は、トーカイ開発㈱の事業譲渡
先への譲渡価額まで減損損失を認識しました。
遊休不動産等は、継続的に地価が下落している資
産について減損損失を認識しました。

(4) 回収可能価額の算定方法
調剤薬局施設の回収可能価額は、閉店が見込まれ
る店舗は、閉店までの営業キャッシュ・フローを見
込んで算定しております。その他の店舗は、将来
キャッシュ・フローの総額に基づき算定した価格
を使用しております。

(4) 回収可能価額の算定方法
スポーツ関連施設の回収可能価額は、譲渡先との
経営支援に関する契約書等に基づき算定しており
ます。
また、遊休不動産等の回収可能価額は、正味売却
価額により測定しており、固定資産税評価額を合理
的に調整した価額等を使用しております。
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※７　　　　　　　――――――
 

※７　その他(特別損失)の内訳
　事業再編損失 167百万円
　店舗等閉鎖損失 25百万円
　商品補修損失 180百万円

　その他 1百万円

　　計 374百万円

 

前へ　　　次へ
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式(注1) 16,299 971 ― 17,270

合計 16,299 971 ― 17,270

自己株式     

　普通株式(注2) 16 70 8 78

合計 16 70 8 78

(注) １　普通株式の変動理由の概要
　当社を完全親会社とし、たんぽぽ薬局㈱を完全子会社とする株式交換により、平成18年10月１日付で株
式交換日現在のたんぽぽ薬局㈱の株主名簿記載の株主に対して、当社の普通株式971,000株を新たに発行
し、割当交付したことによる増加であります。

２　自己株式の変動事由の概要
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　市場買付による増加　　　　　　　 70千株
　単元未満株式の買取りによる増加　　0千株
減少数の主な内訳は、次の通りであります。
　子会社の所有する親会社株式の処分　8千株（親会社の持分に相当する株式数）
　単元未満株式の買増請求による減少　0千株
 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　　　該当事項はありません。

 

３　配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 65 4.00平成18年３月31日平成18年６月30日

平成18年11月20日
取締役会

普通株式 65 4.00平成18年９月30日平成18年12月12日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 68 4.00平成19年３月31日平成19年６月29日

 

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式 17,270 ― ― 17,270

合計 17,270 ― ― 17,270

自己株式     

　普通株式(注) 78 0 0 78

合計 78 0 0 78
(注) 　自己株式の変動事由の概要

増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　0千株
減少数の主な内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買増請求による減少　0千株
 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
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　　　該当事項はありません。
 

３　配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 68 4.00平成19年３月31日平成19年６月29日

平成19年11月14日
取締役会

普通株式 68 4.00平成19年９月30日平成19年12月10日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 68 4.00平成20年３月31日平成20年６月30日

 

 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 12,983百万円
預入期間が３か月を超える定期預
金

△1,493百万円

現金及び現金同等物 11,490百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 6,864百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △207百万円

現金及び現金同等物 6,657百万円

　２　重要な非資金取引の内容
株式交換による資本剰余金増加
高

1,491百万円

　２　　　　　　　――――――
 

※３　　　　　　　―――――― ※３　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった主な会社の資産及び負債の主な内訳

　岐阜商事㈱(平成19年９月30日現在)

　流動資産 2,597百万円

　固定資産 1,317百万円

　　資産合計 3,915百万円

　流動負債 2,090百万円

　固定負債 304百万円

　　負債合計 2,394百万円

　岐阜商事㈱株式の売却価額 2,848百万円

　同社の現金及び現金同等物 △48百万円

　差引：売却による収入 2,800百万円

　㈱レインボー薬局

　売却による収入(支出:△) △27百万円

　トーカイ開発㈱

　売却による収入(支出:△) △22百万円

　合計 2,750百万円

 

前へ　　　次へ
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

 

(注)　リース資産に配分された減損損失はないため、減

損損失に関する項目等の記載は省略しておりま

す。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

 

(注)　リース資産に配分された減損損失はないため、減

損損失に関する項目等の記載は省略しておりま

す。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
 

相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
 

相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

建物及び構
築物

21 15 6

機械装置及
び運搬具

537 252 284

有形固定資
産(その他)

2,182 989 1,193

ソフトウェ
ア

481 131 349

合計 3,222 1,389 1,833

 
取得価額
 

相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
 

相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

建物及び構
築物

21 18 3

機械装置及
び運搬具

442 208 234

有形固定資
産(その他)

2,253 1,109 1,144

ソフトウェ
ア

451 205 245

合計 3,169 1,541 1,627

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

(注)　　　　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 568百万円

１年超 1,264百万円

合計 1,833百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 572百万円

１年超 1,055百万円

合計 1,627百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

(注)　　　　同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 609百万円

減価償却費相当額 609百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 604百万円

減価償却費相当額 604百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　同左

２　　　　　　　　―――――― ２　オペレーティング・リース取引(借主側)

未経過リース料

１年内 29百万円

１年超 54百万円

合計 83百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

 

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

金融債 29 29 0

合計 29 29 0

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

 

 種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表

計上額(百万円)

差額

(百万円)

　　連結貸借対照表計上額が

　　取得原価を超えるもの

①株式 1,657 4,006 2,348

②債券    

　国債・地方債等 9 10 0

③その他 124 184 60

小計 1,791 4,200 2,409

　　連結貸借対照表計上額が

　　取得原価を超えないもの

①株式 259 222 △36

②債券    

　社債 54 49 △5

③その他 52 51 △0

小計 367 324 △43

合計 2,158 4,524 2,366

　(注)　有価証券について 0百万円(その他有価証券で時価のある株式 0百万円)減損処理を行っており、減損処理

後の金額を取得原価としております。

　なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場

合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。

 

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

17 9 0

 

(4) その他有価証券で時価のないもの(平成19年３月31日)

 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 515

②投資事業有限責任組合への出資 7

合計 522
 

 

(5) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年３月31日)

 

種類
１年以内

(百万円)

１年超５年以内

(百万円)

５年超10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

①債券     

　国債・地方債等 ― 10 ― ―

　社債 ― ― 49 ―

②その他 ― 104 ― ―
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合計 ― 114 49 ―
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当連結会計年度

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

 

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

金融債 29 29 0

合計 29 29 0

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

 

 種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表

計上額(百万円)

差額

(百万円)

　　連結貸借対照表計上額が

　　取得原価を超えるもの

①株式 1,499 2,371 872

②債券    

　国債・地方債等 9 10 0

③その他 26 44 18

小計 1,535 2,426 890

　　連結貸借対照表計上額が

　　取得原価を超えないもの

①株式 302 232 △70

②債券    

　社債 54 49 △5

③その他 103 86 △17

小計 460 367 △93

合計 1,996 2,793 797

　(注)　有価証券について 6百万円(その他有価証券で時価のある株式 6百万円)減損処理を行っており、減損処理

後の金額を取得原価としております。

　なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場

合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。

 

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

31 5 1

 

(4) その他有価証券で時価のないもの(平成20年３月31日)

 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 504

合計 504
 
　(注)　有価証券について 6百万円(その他有価証券で時価のない株式 6百万円)減損処理を行っており、減損処理

後の金額を取得原価としております。

 

(5) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年３月31日)

 

種類
１年以内

(百万円)

１年超５年以内

(百万円)

５年超10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

①債券     

　国債・地方債等 ― 10 ― ―

　社債 ― ― 49 ―

②その他 50 37 ― ―

合計 50 48 49 ―
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1)　取引の内容

　　デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為

替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を利用

し、また、借入金に係る将来の金利変動リスクを軽減

する目的で金利スワップ取引を利用しております。

(1)　取引の内容

　　　　同左

(2)　取引に対する取組方針

　　デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

(2)　取引に対する取組方針

　　　　同左

(3)　取引の利用目的

　　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権

債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確

保を図る目的で利用し、また、金利関連では借入金の

金利支払についての将来の金利の変動リスクを回避

する目的で金利スワップを利用しております。

(3)　取引の利用目的

　　　　同左

(4)　取引に係るリスクの内容

　　為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　　なお、信用度の高い金融機関を取引相手としてデリ

バティブ取引を行っており、信用リスクはほとんど

ないと判断しております。

(4)　取引に係るリスクの内容

　　　　同左

(5)　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引の実行及び管理は経理本部が行って

おります。

　　なお、取引に関する管理規定は設けておりません。

(5)　取引に係るリスク管理体制

　　　　同左

(6)　取引の時価等に関する事項についての補足説明

　　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。

(6)　取引の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　同左

 

２　取引の時価等に関する事項

　通貨関連

 

区分 取引の種類

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市 場 取
引
以外の
取引

為替予約取引         

    売建
      米ドル

66 22 65 △1 22 ― 19 △2

    買建
      米ドル

66 22 68 2 22 ― 22 0

計 133 44 134 1 44 ― 42 △2

(注)　時価の算定方法については、先物為替相場によっております。

 

EDINET提出書類

株式会社トーカイ(E04826)

有価証券報告書

 62/111



前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社トーカイ(E04826)

有価証券報告書

 63/111



(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、当社は平成18年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移

行しております。

２　退職給付債務に関する事項

 

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(百万円)

①　退職給付債務  △1,239 △1,170

②　年金資産  70 74

③　未積立退職給付債務(①＋②)  △1,169 △1,095

④　未認識数理計算上の差異  5 7

⑤　退職給付引当金(③＋④)  △1,163 △1,088

(注)　当社及びたんぽぽ薬局㈱及び㈱トーカイ（四国）を除く連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

 

項目

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(百万円)

①　勤務費用  173 146

②　利息費用  14 14

③　期待運用収益  ― ―

④　数理計算上の差異の費用処理額  1 1

⑤　簡便法から原則法への変更による差額  ― ―

⑥　確定拠出年金への掛金支払額  119 123

⑦　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥)  309 287

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

①　退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 同左

②　割引率  2.0％ 1.5％～2.0％

③　期待運用収益率  ― ―

④　数理計算上の差異の処理年数  ５年 同左

 

 

(税効果会計関係)

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)
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１　繰延税金資産及び繰延税金負債の
発生の主な原因別の内訳

    

　繰延税金資産       

　　たな卸資産評価損  70百万円   23百万円  

　　投資有価証券評価損  289百万円  291百万円 

　　賞与引当金  387百万円  380百万円 

　　役員賞与引当金  16百万円   ―百万円  

　　未払事業税等  70百万円   77百万円  

　　貸倒引当金  25百万円   9百万円  

　　退職給付引当金  450百万円  433百万円 

　　役員退職慰労引当金  409百万円  346百万円 

　　確定拠出年金制度移換金  418百万円  308百万円 

　　減価償却費  2,352百万円  19百万円  

　　減損損失  1,795百万円  115百万円 

　　連結会社間内部利益消去  41百万円   32百万円  

　　繰越欠損金  1,636百万円  5,182百万円 

　　その他  188百万円  180百万円 

　繰延税金資産小計  8,152百万円  7,398百万円 

　　評価性引当額  △4,978百万円  △1,236百万円 

　繰延税金資産合計  3,173百万円  6,162百万円 

       

　繰延税金負債       

　　その他有価証券評価差額金  △784百万円  △199百万円 

　　固定資産圧縮積立金  △125百万円  △117百万円 

　　その他  △178百万円  ―百万円  

　繰延税金負債合計  △1,088百万円  △316百万円 

　繰延税金資産の純額  2,085百万円  5,845百万円 
 (注) 当連結会計年度における繰延税
金資産の純額は、連結貸借対照表
の以下の項目に含まれておりま
す。

      

　　　　流動資産－繰延税金資産  1,441百万円  1,364百万円 

　　　　固定資産－繰延税金資産  1,081百万円  4,537百万円 

　　　　流動負債－その他  △1百万円   ―百万円  

　　　　固定負債－繰延税金負債  △436百万円  △56百万円  
　　　上記のほかに、再評価に係る繰延税

金負債を以下の項目に計上してお
ります。

      

　　　　再評価に係る繰延税金資産  2百万円   ―百万円  

　　　　評価性引当額  △2百万円   ―百万円  

　　　　再評価に係る繰延税金負債  △655百万円  ―百万円  

　　　　再評価に係る繰延税金負債の純額  △655百万円  ―百万円  
   
２　法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

  

　法定実効税率  40.4％  40.4％ 

　 (調整)       

交際費等永久に損金に算入されない
項目

 0.6％  0.7％ 

受取配当金等永久に益金に算入され
ない

項目
 △0.1％  ―％  

住民税均等割  1.2％  1.6％ 

のれん償却額  1.7％  2.7％ 

評価性引当額の増減  0.1％  △76.3％ 

土地再評価差額金の取崩  ―％   △14.1％ 

その他  0.1％  0.7％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担
率

 44.0％  △44.3％ 
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 
健康生活
サービス
(百万円)

調剤
サービス
(百万円)

環境
サービス
(百万円)

会員制
サービス
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高         

(1) 外部顧客に対する売
上高

34,71722,49010,0481,5496,81975,625 ― 75,625

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

286 0 359 40 3 689 (689) ―

計 35,00422,49010,4081,5896,82276,315(689)75,625

営業費用 31,10921,0269,6281,6416,44869,85550270,357

営業利益又は営業損失
(△)

3,8941,464 779 △52 373 6,459(1,191)5,268

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失

及び資本的支出
 

 
      

資産 22,93110,3996,92010,5225,07455,84811,55367,401

減価償却費 1,110 120 171 139 21 1,564 67 1,631

減損損失 ― 19 ― ― ― 19 ― 19

資本的支出 1,765 582 357 29 16 2,751 62 2,814

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 
健康生活
サービス
(百万円)

調剤
サービス
(百万円)

環境
サービス
(百万円)

会員制
サービス
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上
高

36,22924,5709,9791,4573,42575,663 ― 75,663

(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

57 0 511 25 1 597 (597) ―

計 36,28724,57110,4911,4833,42776,261(597)75,663

営業費用 33,11622,6629,7251,5213,27570,30049670,797

営業利益又は営業損失
(△)

3,1701,909 766 △37 152 5,960(1,094)4,866

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失

及び資本的支出
 

 
      

資産 24,24511,8017,027 462 40043,9367,80551,741

減価償却費 1,154 144 212 82 14 1,607 69 1,676

減損損失 ― 18 ― 7,276 ― 7,294 15 7,310

資本的支出 2,308 499 653 17 2 3,481 171 3,652

　(注) １　事業区分の方法

当社グループは、提供するサービスの内容によって、快適な療養、生活をサポートする事業として「健

康生活サービス」、調剤技術を通じて地域医療をサポートする事業として「調剤サービス」、快適な空
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間づくりをサポートする事業として「環境サービス」、快適な暮らしをサポートする事業として「会

員制サービス」、上記以外の物品製造販売業務として「その他」に事業区分しております。

 

２　各事業区分の主要サービスは、次のとおりであります。

事業区分 売上区分 主要サービス

健康生活サービス

病院関連事業
病院用寝具類・白衣のレンタル、医療関連商品の販売及

びレンタル、看護補助業務

給食事業 病院等の給食の受託運営

シルバー事業
介護用品・機器等の販売及びレンタル、その他介護用品

類のレンタルに付随したサービス

寝具・リネンサプラ

イ関連事業

寝具類・寝装品類の販売及びレンタル、その他寝具類の

レンタルに付随したサービス

クリーニング設備製

造事業

クリーニング設備の製造及び販売

その他 アクアクララ（水の宅配）、損害保険代理店

調剤サービス 調剤薬局事業 調剤薬局の経営

環境サービス

リースキン事業
リースキン商品・グリーンジョイ(人工樹木)商品の販

売及びレンタル、マット・モップ等の洗濯加工

ビル清掃管理事業 建物の清掃及び管理、害虫駆除

不動産賃貸事業 不動産賃貸

会員制サービス
スポーツ関連事業 ゴルフ場及びスキー場の経営

情報提供事業 経営情報の提供

その他
商事業務事業 工具・工作機械の販売

木製品製造事業 木製品の製造及び販売

 

３　「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額

1,213 1,131

提出会社の総務部門等管理部門
に係る費用

消去又は全社の項目に
含めた全社資産の金額

11,812 12,551

提出会社における余資運用資金
(現預金及び有価証券)、長期投資
資金(投資有価証券)、繰延税金資
産及び管理部門に係る資産等

 

４　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。

 
５　連結子会社であった岐阜商事㈱は当連結会計年度中に全株式を売却したため、連結の範囲から除外して
おり、中間期末日(平成19年９月30日)までの損益計算書を連結していることから、「その他」における
売上高、営業費用及び資産等が減少しております。
また、連結子会社であったトーカイ開発㈱についても、当連結会計年度中に全株式を売却したため、
連結の範囲から除外しており、株式譲渡日(平成20年３月18日)までの損益計算書を連結していること
から「会員制サービス」における資産等が減少しております。

 
６　会計処理方法の変更
　　前連結会計年度　　役員賞与に関する会計基準の適用

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する
事項　(4)重要な引当金の計上基準　③役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記
載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準
委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用しております。この変更
により、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は
「調剤サービス」が10百万円、「会員制サービス」が1百万円、「その他」が13百
万円、「消去又は全社」が17百万円増額し、営業利益がそれぞれ同額減少しており
ます。

　　当連結会計年度　　法人税法の改正に伴う減価償却方法の変更
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する
事項　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法　①有形固定資産」に記載のとお
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り、当連結会計年度から法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した
有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して
おります。この変更により、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、当連結会計
年度の営業費用は「健康生活サービス」が41百万円、「調剤サービス」が1百万
円、「環境サービス」が9百万円、「会員制サービス」が0百万円、「その他」が0百
万円、「消去又は全社」が2百万円増額し、営業利益又は営業損失がそれぞれ同額
減少又は増加しております。
　また、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産に
ついては、償却可能限度額までの償却が終了した翌年から、取得価額の５％相当額
と備忘価額との差額を５年間で均等償却する方法によっております。この変更に
より、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は「健
康生活サービス」が43百万円、「調剤サービス」が0百万円、「環境サービス」が6
百万円、「会員制サービス」が20百万円、「その他」が1百万円、「消去又は全社」
が0百万円増額し、営業利益又は営業損失がそれぞれ同額減少又は増加しておりま
す。

 
 
【所在地別セグメント情報】
前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ
ん。

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ
ん。
 
【海外売上高】
前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
 

 

【関連当事者との取引】
前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
役員及び個人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権の所

有(被所有)

の割合(%)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目

期末残
高
(百万
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係
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役員及
びその
近親者
 

小野木孝二 － －
当社代表取
締役社長

(被所有)
直接3.0

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

508 － －

大野　隆章 － －
当社専務取
締役

(被所有)
直接0.0

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

9 － －

安藤　嘉章 － －
当社常務取
締役

(被所有)
直接0.0

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

9 － －

山田　　豊 － － 当社取締役
(被所有)
直接0.0

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

4 － －

市原　廣幸 － － 当社取締役
(被所有)
直接0.0

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

9 － －

土井　敏正 － － 当社取締役
(被所有)
直接0.0

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

4 － －

真野　滋夫 － － 当社監査役
(被所有)
直接1.4

－ －

子会社株
式の取得
( 株 式 交
換)

13 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注)１　当社とたんぽぽ薬局㈱にて平成18年６月５日に締結した株式交換契約書に基づき、平成18年10月１日を株

式交換の日として、株式交換を行い、たんぽぽ薬局㈱の株主である当社役員等に対して当社の株式を割
当交付し、価格その他の条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　「関連当事者との関係」につきましては、平成19年３月31日現在のものであります。
３　平成19年４月１日付で、大野隆章は代表取締役専務に就任しております。また平成19年６月28日の第52
回定時株主総会において市原廣幸及び真野滋夫は任期満了により退任し、市原廣幸は監査役に就任し
ております。

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

共通支配下の取引等（株式交換によるたんぽぽ薬局㈱の完全子会社化）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企

業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1)　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

たんぽぽ薬局㈱（事業の内容：調剤薬局の経営）

(2)　企業結合の法的形式

株式交換

(3)　結合後企業の名称

たんぽぽ薬局㈱

(4)　取引の目的を含む取引の概要

医療機関などからさまざまな業務のアウトソーシングを受託している当社及び調剤薬局を

展開するたんぽぽ薬局㈱は、顧客の一層の利便性向上と高付加価値サービスを提供するべく

資本協力と情報共有につながる連携強化を目的として、平成18年６月５日に株式交換契約を

締結し、平成18年10月１日にて当社を完全親会社とし、たんぽぽ薬局㈱を完全子会社とする株

式交換を行いました。

 

２．実施した会計処理の概要

本株式交換は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

 

３．子会社株式の追加取得に関する事項

(1)　取得原価及びその内訳

取得の対価

当社の株式 1,491百万円

取得に直接要した支出

アドバイザリー費用 10百万円

取得原価 1,502百万円

(2)　株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

①　株式の種類及び交換比率

普通株式　㈱トーカイ　1：たんぽぽ薬局㈱　1,000

②　交換比率の算定方法

当社及びたんぽぽ薬局㈱は、本株式交換にあたり第三者算定機関である野村證券㈱に株

式交換比率の算定を依頼し、その算定結果を参考にして協議を行った結果、上記のとおり合

意いたしました。野村證券㈱は、当社については市場株価平均法及びＤＣＦ法（ディスカウ

ント・キャッシュフロー法）により、たんぽぽ薬局㈱についてはＤＣＦ法及び類似会社比

較法により分析を行い、その結果を総合的に勘案して株式交換比率を算定いたしました。

③　交付株式数及びその評価額

971,000株　1,491百万円

(3)　発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①　のれんの金額　418百万円

②　発生原因

当社株式は株式交換契約締結日（平成18年６月５日）の株価を基礎に評価を行い、たん

ぽぽ薬局㈱の純資産（平成18年９月30日現在）との相殺消去の結果生じた差額をのれんと

して認識しております。

③　償却の方法及び償却期間

５年間の定額法による償却

(4)　企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針

該当事項はありません。

(5)　取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名
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該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

事業分離

１　分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を

含む事業分離の概要

(1)　分離先企業の名称

㈱アコーディア・ゴルフ・アセットホールディング２１

(2)　分離した事業の内容

トーカイ開発㈱のゴルフ事業

(3)　事業分離を行った主な理由

トーカイ開発㈱は、創業以来、ゴルフ場などのスポーツ関連事業を行ってまいりましたが、

預託金債務償還などの解消策を見出すことは困難であり、平成19年8月に民事再生の手続きを

申請し、平成20年１月に再生計画認可決定の確定となりました。なお、分離先企業の㈱アコー

ディア・ゴルフ・アセットホールディング２１は、国内で多くのゴルフ場を運営する㈱ア

コーディア・ゴルフ(東京都渋谷区)に事業承継し、新たなスポンサーの下で再生を目指すこ

とにいたしました。

(4)　事業分離日

平成20年２月29日

(5)　法的形式を含む事業分離の概要

受取対価を子会社株式のみとする事業譲渡

 

２　実施した会計処理の概要

(1)　移転損益の金額

認識いたしません。

(2)　移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額ならびにその内訳

流動資産 28百万円

固定資産 1,882百万円

資産合計 1,911百万円

流動負債 1,890百万円

負債合計 1,890百万円

 

３　当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

営業損失 118百万円
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　１株当たり純資産額 1,068.46円　１株当たり純資産額 1,393.88円

　１株当たり当期純利益 145.82円　１株当たり当期純利益 389.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　純資産の部の合計額 (百万円) 23,060 24,215

　純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 4,691 252

　（うち、少数株主持分） (百万円) (4,691) (252)

　普通株式に係る純資産額 (百万円) 18,369 23,963

　１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

(千株) 17,192 17,191

 

２　１株当たり当期純利益

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当期純利益 (百万円) 2,443 6,687

　普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,443 6,687

　普通株式の期中平均株式数 (千株) 16,758 17,192
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（大豊商事株式会社の株式取得に関する事項）
　当社は平成19年６月21日開催の取締役会において、下
記のとおり、大豊商事株式会社の株式取得を決議し、平
成19年６月21日付で株式取得を実施し完全子会社とい
たしました。
(1) 株式取得の理由
　当社グループでは、『清潔と健康』を事業テーマに掲
げ、健康生活サービス事業を中核にシルバー事業、病院
関連事業、調剤薬局事業などを推進しておりますが、今
後もこの分野では高齢化社会の進展や医療機関からの
アウトソーシング事業の拡充を背景に、持続的な成長を
見込んでおり、医療・介護分野におけるアウトソーシン
グ・ビジネスのパイオニアを目指しております。
　このような事業分野において更なる飛躍を遂げるため
には、相互に事業ノウハウが共有でき、しかも規模の拡
大と効率化の推進が可能なパートナーとして大豊商事
株式会社の全株式を取得することは、より一層の企業体
質強化を図ると共に企業価値の向上を目指すこととな
り、当社グループにとって大きな戦力になるものと考え
ております。

――――――

(2) 株式を取得した会社の概要
　①商号　　大豊商事株式会社
　②代表者　代表取締役　河野　猛
　③所在地　香川県高松市鍛冶屋町1番地5
　④資本金　100百万円
　⑤事業の内容　不動産管理、その他
　⑥事業の規模　売上高18百万円（平成19年３月期）
(3) 株式の取得先及び株式取得日
　主な取得先　河野　恵子他２名
　株式取得日　平成19年６月21日
(4) 取得した株式の数、取得価額及び取得前後の所有
　株式の状況
　取得した株式の数　98,000株
　取得価額　4,452百万円
　当社の所有議決権数
　　異動前　　102,000個
　　異動後　　200,000個
　当社の所有議決権割合
　　異動前　　　 51.0％
　　異動後　　　100.0％
(5) 大豊商事株式会社の重要な子会社の概要
　①商号　　株式会社トーカイ
　②所在地　香川県高松市鶴市町2025番地3
　③資本金　56百万円
　④事業の内容
　　シルバー事業、病院リネンサプライ事業、病院給食
　　事業、ホテルリネンサプライ事業、その他
　⑤事業の規模　売上高9,019百万円(平成19年３月期)
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社 第５回無担保社債
平成16年12月28

日
1,000 1,0000.68 なし

平成21年12月28
日

〃
第６回無担保社債
（注２）

平成18年２月28
日

560
420
(140)

1.08 あり
平成23年２月25

日

〃
第７回無担保社債
（注２）

平成18年９月29
日

950
850
(100)

1.72 なし
平成28年９月29

日

〃 第８回無担保社債
平成19年３月26

日
500 500 1.69 なし

平成24年３月26
日

〃 第９回無担保社債
平成19年３月26

日
500 500 1.63 なし

平成24年３月26
日

合計 ― ― 3,510
3,270
(240)

― ― ―

(注) １　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

240 1,240 240 100 1,100

２　当期末残高の( )内の金額は、１年内に償還が予定されている無担保社債であります。

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,657 605 1.28 ―

１年以内に返済予定の長期借入
金

2,379 2,464 1.22 ―

１年以内に返済予定のリース債
務

― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く)

4,224 4,662 1.39
平成21年４月～
平成26年１月

リース債務（１年以内に返済予
定のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 9,261 7,731 ― ―

(注) １　平均利率については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のと

おりであります。

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

2,041 1,411 605 590

 

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】
(1) 【財務諸表】
① 【貸借対照表】

  
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        
Ⅰ　流動資産        
１　現金及び預金   3,489   1,318  
２　受取手形 ※３  357   269  
３　売掛金   3,722   3,943  
４　有価証券   ―   50  
５　商品   753   586  
６　資材及び貯蔵品   450   423  
７　前渡金   7   6  
８　前払費用   11   14  
９　繰延税金資産   1,097   1,012  
10　その他   104   199  

貸倒引当金   △56   △49  
流動資産合計   9,93628.9  7,77519.6

Ⅱ　固定資産        
１　有形固定資産        
(1) 建物 ※１ 6,401   7,814   

減価償却累計額  △3,031 3,369  △3,235 4,579  
(2) 構築物  489   565   

減価償却累計額  △364 125  △380 184  
(3) 機械装置  3,276   3,789   

減価償却累計額  △2,555 720  △2,818 970  
(4) 車両運搬具  107   98   

減価償却累計額  △75 32  △67 31  
(5) 工具器具備品  1,552   1,415   

減価償却累計額  △941 611  △841 574  
(6) 土地 ※１  4,726   5,029  
(7) 建設仮勘定   272   71  
有形固定資産合計   9,85928.7  11,44128.8

２　無形固定資産        
(1) のれん   43   111  
(2) 借地権   119   11  
(3) ソフトウェア   174   195  
(4) その他   83   89  
無形固定資産合計   420 1.2  407 1.0

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※１  3,857   3,136  
(2) 関係会社株式   8,320   11,591  
(3) 出資金   602   602  
(4) 長期貸付金   29   26  
(5) 関係会社長期貸付
金

  118   130  

(6) 長期前払費用   57   54  
(7) 繰延税金資産   441   3,827  
(8) 破産更生債権等   5   4  
(9) 保険積立金   80   ―  
(10) 差入保証金   263   ―  
(11) 長期性預金   400   400  
(12) その他   27   385  

貸倒引当金   △44   △20  
投資その他の資産合
計

  14,15941.2  20,13850.6

固定資産合計   24,43971.1  31,98780.4
資産合計   34,375100.0  39,763100.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        
Ⅰ　流動負債        
１　買掛金   3,117   2,777  
２　短期借入金 ※１  1,250   200  
３　関係会社短期借入金   ―   4,500  
４　一年内に返済する

長期借入金
※１  2,186   2,379  

５　一年内償還社債 ※１  240   240  
６　未払金   1,793   1,708  
７　未払費用   103   251  
８　未払法人税等   72   45  
９　未払消費税等   70   ―  
10　前受金   28   28  
11　預り金   79   42  
12　前受収益   1   0  
13　賞与引当金   353   352  
14　役員賞与引当金   17   ―  
15　その他   18   74  

流動負債合計   9,33327.1  12,60131.7
Ⅱ　固定負債        
１　社債 ※１  3,270   3,030  
２　長期借入金 ※１  3,941   4,467  
３　長期未払金   925   648  
４　退職給付引当金   86   81  
５　役員退職慰労引当金   171   194  
６　預り保証金   551   523  
７　その他   21   13  

固定負債合計   8,96826.1  8,95922.5
負債合計   18,30153.2  21,56054.2
(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        
１　資本金   7,78222.6  7,78219.6
２　資本剰余金        
(1) 資本準備金  2,842   2,842   
(2) その他資本剰余金  1,491   1,491   

資本剰余金合計   4,33412.6  4,33410.9
３　利益剰余金        
(1) その他利益剰余金        

固定資産圧縮積立
金

 65   64   

別途積立金  761   761   
繰越利益剰余金  2,246   4,779   
利益剰余金合計   3,0739.0  5,60414.1

４　自己株式   △106△0.3  △106△0.3
株主資本合計   15,08343.9  17,61444.3

Ⅱ　評価・換算差額等        
１　その他有価証券評価
　　差額金

  990 2.9  588 1.5

評価・換算差額等合
計

  990 2.9  588 1.5

純資産合計   16,07346.8  18,20245.8
負債純資産合計   34,375100.0  39,763100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高        
１　リース・ランドリー  17,773   18,249   
２　商品  7,924   8,435   
３　その他  4,734 30,431100.0 5,327 32,013100.0

Ⅱ　売上原価        
１　リース・ランドリー  9,243   10,049   
２　商品  6,649   7,103   
３　その他  4,224 20,11666.1 4,830 21,98368.7

売上総利益   10,31433.9  10,02931.3
Ⅲ　販売費及び一般管理費        
１　荷造運搬費  1,046   1,115   
２　役員報酬  142   168   
３　給料手当  3,064   3,160   
４　賞与引当金繰入額  264   259   
５　役員賞与引当金繰入
額

 17   ―   

６　退職給付費用  96   123   
７　役員退職慰労引当金
　　繰入額

 16   32   

８　福利厚生費  713   673   
９　租税公課  157   129   
10　減価償却費  295   336   
11　その他  2,302 8,11726.7 2,376 8,37626.1

営業利益   2,1977.2  1,6535.2
Ⅳ　営業外収益        
１　受取利息 ※１ 13   15   
２　有価証券利息  1   ―   
３　受取配当金 ※１ 206   261   
４　デリバティブ評価益  3   ―   
５　受取手数料 ※１ 91   100   
６　その他  73 389 1.3 90 468 1.4

Ⅴ　営業外費用        
１　支払利息  128   122   
２　社債利息  23   44   
３　株式交付費  2   ―   
４　社債発行費  39   ―   
５　その他  39 233 0.8 33 199 0.6

経常利益   2,3537.7  1,9226.0
Ⅵ　特別利益        
１　固定資産売却益 ※２ 127   ―   
２　投資有価証券売却益  9   1,569   
３　貸倒引当金戻入益  44 181 0.6 4 1,5744.9

Ⅶ　特別損失        
１　固定資産売却損 ※３ 0   ―   
２　固定資産除却損 ※４ 258   65   
３　投資有価証券評価損  0   ―   
４　投資有価証券売却損  0   ―   
５　関係会社整理損  ―   3,547   
６　減損損失 ※５ ―   15   
７　その他  ― 259 0.8 191 3,82011.9
税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△)

  2,2757.5  △323△1.0

法人税、住民税
及び事業税

 44   47   

法人税等調整額  874 918 3.0 △3,039 △2,992△9.3
当期純利益   1,3564.5  2,6688.3

        

 

EDINET提出書類

株式会社トーカイ(E04826)

有価証券報告書

 80/111



 

売上原価明細書

当社は、病院関連商品・リースキン関連商品・寝具関連商品のリース及びそれに付随するラン

ドリー並びに販売、リネンサプライ、ビル清掃管理を主たる事業として行っており、売上高をリー

ス・ランドリー、商品、その他に区分しておりますので、売上原価についても同様の区分としてお

ります。

なお、リース・ランドリーの売上原価は主に、リース用の資材費、病院等業務受託先での駐在業

務に係る費用、ランドリー等の外注費、ランドリー工場費用を、その他の売上原価は主に、病院給

食用の資材費、病院給食、不動産賃貸、ビル清掃管理等の費用を計上しております。
 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

リース・ランドリー      

Ⅰ　材料費  1,756 19.0 1,863 18.5

Ⅱ　労務費  1,130 12.2 1,322 13.2

Ⅲ　外注費  4,877 52.8 5,224 52.0

Ⅳ　経費  1,478 16.0 1,638 16.3

うち主なもの      

(工場消耗品費)  (363)  (417)  

(減価償却費)  (673)  (733)  

小計  9,243 100.0 10,049 100.0

商品      

Ⅰ　商品期首たな卸高  689 10.4 753 10.6

Ⅱ　当期商品仕入高  6,670 100.3 6,867 96.7

Ⅲ　商品期末たな卸高  753 11.3 586 8.3

Ⅳ　労務費及び経費  43 0.6 70 1.0

小計  6,649 100.0 7,103 100.0

その他      

Ⅰ　材料費  504 11.9 481 10.0

Ⅱ　労務費  2,532 60.0 2,861 59.2

Ⅲ　外注費  984 23.3 1,260 26.1

Ⅳ　経費  201 4.8 226 4.7

うち主なもの      

(水道光熱費)  (11)  (―)  

(減価償却費)  (34)  (38)  

(賃借料)  (18)  (―)  

(人材派遣費)  (―)  (61)  

小計  4,224 100.0 4,830 100.0

合計  20,116 ― 21,983 ―
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

固定資産
圧縮積立
金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円) 7,7822,842 ― 2,84226 7611,0891,877△7 12,494

事業年度中の変動額           

　新株の発行   1,4911,491      1,491

　固定資産圧縮積立金
の
　積立

   
 41  △41 ―  ―

　固定資産圧縮積立金
の
　取崩（注）

   
 △1  1 ―  ―

　固定資産圧縮積立金
の
　取崩

   
 △1  1 ―  ―

　剰余金の配当（注）       △65 △65  △65

　剰余金の配当       △65 △65  △65

　役員賞与（注）       △30 △30  △30

　当期純利益       1,3561,356  1,356

　自己株式の取得         △99 △99

　自己株式の処分         0 0

　株主資本以外の項目
の
　事業年度中の変動額
(純額)

   
      ―

事業年度中の変動額合
計
(百万円)

― ― 1,4911,49139 ― 1,1571,196△99 2,588

平成19年３月31日残高
(百万円) 7,7822,8421,4914,33465 7612,2463,073△10615,083

 

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円) 1,330 1,330 13,824

事業年度中の変動額    

　新株の発行   1,491

　固定資産圧縮積立金の
　積立   ―

　固定資産圧縮積立金の
　取崩（注）   ―

　固定資産圧縮積立金の
　取崩   ―

　剰余金の配当（注）   △65

　剰余金の配当   △65

　役員賞与（注）   △30

　当期純利益   1,356

　自己株式の取得   △99
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　自己株式の処分   0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額) △339 △339 △339

事業年度中の変動額合計
(百万円) △339 △339 2,248

平成19年３月31日残高
(百万円) 990 990 16,073

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

固定資産
圧縮積立
金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残
高
(百万円)

7,7822,842
1,491

4,33465 7612,2463,073△10615,083

事業年度中の変動額           

　固定資産圧縮積立金
の
　取崩

   
 △1  1 ―  ―

　剰余金の配当       △137 △137  △137

　当期純利益       2,6682,668  2,668

　自己株式の取得         △0 △0

　自己株式の処分         0 0

　株主資本以外の項目
の
　事業年度中の変動額
(純額)

   
      ―

事業年度中の変動額
合計
(百万円)

― ― ― ― △1 ― 2,5322,531△0 2,530

平成20年３月31日残
高
(百万円)

7,7822,842
1,491

4,33464 7614,7795,604△10617,614

 

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円) 990 990 16,073

事業年度中の変動額    

　固定資産圧縮積立金の
　取崩   ―

　剰余金の配当   △137

　当期純利益   2,668

　自己株式の取得   △0

　自己株式の処分   0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額) △401 △401 △401

事業年度中の変動額合計
(百万円) △401 △401 2,128

平成20年３月31日残高
(百万円) 588 588 18,202
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重要な会計方針

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
　　‥‥移動平均法に基づく原価法
(2) その他有価証券
　①時価のあるもの
　　‥‥決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定し
ております)

　②時価のないもの
　　‥‥移動平均法に基づく原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
　　‥‥同左
(2) その他有価証券
　①時価のあるもの
　　‥‥同左
 
 
 
 
　②時価のないもの
　　‥‥同左

２　デリバティブ等の評価基
準及び評価方法

デリバティブ
　　‥‥時価法

デリバティブ
　　‥‥同左

３　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 商品
　　‥‥移動平均法に基づく原価法
(2) 資材及び貯蔵品
　　‥‥移動平均法に基づく原価法

(1) 商品
　　‥‥同左
(2) 資材及び貯蔵品
　　‥‥同左

４　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
　建物(建物附属設備を除く)
　　‥‥定額法
　その他の有形固定資産
　　‥‥定率法

なお、主な耐用年数は以下のとお
りです。

　建物及び構築物 15～50年

　機械装置及び
　車両運搬具

３～17年

　工具器具備品 ３～20年

(1) 有形固定資産
　建物(建物附属設備を除く)
　　‥‥同左
　その他の有形固定資産
　　‥‥同左

なお、主な耐用年数は以下のとお
りです。

　建物及び構築物 15～50年

　機械装置及び
　車両運搬具

３～17年

　工具器具備品 ３～20年

　（会計方針の変更）
　　法人税法の改正に伴い、当事業年度
より平成19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産については、改正後
の法人税法に基づく減価償却の方法
に変更しております。

　　これに伴い、前事業年度と同一の方
法のよった場合と比べ、営業利益、経
常利益はそれぞれ48百万円減少し、
税引前当期純損失は48百万円増加し
ております。

　（追加情報）
　　法人税法の改正に伴い、当事業年度
より平成19年３月31日以前に取得し
た有形固定資産については、償却可
能限度額までの償却が終了した翌年
から、取得価額の５％相当額と備忘
価額との差額を５年間で均等償却す
る方法によっております。

　　これに伴い、前事業年度と同一の方
法のよった場合と比べ、営業利益、経
常利益はそれぞれ23百万円減少し、
税引前当期純損失は23百万円増加し
ております。

 (2) 無形固定資産
　ソフトウェア(自社利用分)
　　‥‥社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産
　ソフトウェア(自社利用分)
　　‥‥同左　　
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (3) 投資その他の資産
　長期前払費用
　　‥‥定額法

(3) 投資その他の資産
　長期前払費用
　　‥‥同左

５　繰延資産の処理方法 　株式交付費及び社債発行費は、支出
時に全額費用として処理しておりま
す。

――――――

６　外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算基
準

 

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。

――――――

７　引当金の計上基準
 

(1) 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
　　同左

 (2) 賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるた
め、支給見込額のうち当事業年度の負
担額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　　同左

 (3) 役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備えるため、当事
業年度における支給見込額に基づき
計上しております。
（会計方針の変更）
　当事業年度より「役員賞与に関する
会計基準」（企業会計基準委員会　平
成17年11月29日　企業会計基準第４
号）を適用しております。
　この結果、従来の方法に比べて、営業
利益、経常利益及び税引前当期純利益
は17百万円減少しております。

(3)　　　　――――――
 

 (4) 退職給付引当金
　執行役員の退職金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。
（追加情報）
　当社は、確定拠出年金法の施行に伴
い、平成18年４月に適格退職年金制度
及び退職一時金制度から確定拠出年
金制度へ移行し、「退職給付制度間の
移行等に関する会計処理」（企業会
計基準委員会　平成14年１月31日　企
業会計基準適用指針第１号）を適用
しております。
　なお、確定拠出年金制度への移換額
1,318百万円は、６年間で移換するこ
ととしており、当事業年度末の未移換
額1,035百万円は未払金及び長期未払
金に計上しております。

(4) 退職給付引当金
　執行役員の退職金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

 (5) 役員退職慰労引当金
　役員退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

(5) 役員退職慰労引当金
　　同左
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８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

９　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについて特例処理に
よっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段‥‥金利スワップ取引
　　ヘッジ対象‥‥変動金利借入金
(3) ヘッジ方針
　　 金利スワップ取引で、変動金利を
固定化することにより将来の金
利上昇リスクを回避するもので
あります。

(1) ヘッジ会計の方法
　　同左

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段‥‥同左
　　ヘッジ対象‥‥同左
(3) ヘッジ方針

　　同左

 (4) ヘッジ有効性の評価
　　特例処理の要件を充足しているた
め、ヘッジ有効性の評価を省略し
ております。

(4) ヘッジ有効性の評価
　　同左

10　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な
事項

消費税等の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。
　ただし、資産に係る控除対象外消費
税等は、発生事業年度の期間費用と
しております。

消費税等の会計処理の方法
　　同左

 

 

会計処理方法の変更

 
 

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準第５号（企業会計基
準委員会 平成17年12月９日））及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準適用指針第８号（企業会計基準委員会
平成17年12月９日））を適用しております。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は16,073
百万円であります。
なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部
については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財
務諸表等規則に基づき作成しております。
 

――――――

（企業結合に関する会計基準）
当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業
会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に
関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12
月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会
計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
10号 平成18年12月22日）を適用しております。

――――――
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表示方法の変更

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表関係）
財務諸表等規則の改正に伴い、無形固定資産「その

他」に含めて表示しておりました営業権は、当事業年
度より「のれん」として表示しております。
なお、前事業年度における営業権の金額は0百万円

であります。

（貸借対照表関係）
１　前事業年度まで区分掲記しておりました「保険積
立金」（当事業年度末の残高は71百万円）及び
「差入保証金」（当事業年度末の残高は299百万
円）は、資産の総額の100分の１以下であり、金額的
重要性が乏しいため、投資その他の資産の「その
他」に含めて表示しております。
２　前事業年度まで区分掲記しておりました「未払消
費税等」（当事業年度末の残高は52百万円）は、負
債及び純資産の合計額の100分の１以下であり、金
額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に
含めて表示しております。
 

（損益計算書関係）
前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「社債発行費」は、営業外費用の
100分の10を越えたため区分掲記しております。
なお、前事業年度における「社債発行費」の金額は

７百万円であります。

（損益計算書関係）
１　前事業年度まで区分掲記しておりました「有価証
券利息」（当事業年度は0百万円）は、営業外収益
の総額の100分の10以下であり、金額的重要性が乏
しいため、営業外収益の「その他」に含めて表示し
ております。
２　前事業年度まで区分掲記しておりました「固定資
産売却損」（当事業年度は3百万円（内訳、土地1百
万円、車両運搬具1百万円、その他0百万円））及び
「投資有価証券評価損」（当事業年度は6百万円）
並びに「投資有価証券売却損」（当事業年度は0百
万円）は、特別損失の総額の100分の10以下であり、
金額的重要性が乏しいため、特別損失の「その他」
に含めて表示しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物 947百万円

　土地 186百万円

　投資有価証券 1,140百万円

　合計 2,275百万円

　　担保付債務は、次のとおりであります。

　社債 560百万円

(一年内償還社債を含む)  

　短期借入金 100百万円

　長期借入金 1,611百万円

(一年内に返済する長期借入金を含む）

　合計 2,271百万円

※１　担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物 413百万円

　土地 134百万円

　投資有価証券 981百万円

　合計 1,529百万円

　　担保付債務は、次のとおりであります。

　社債 920百万円

(一年内償還社債を含む)  

　長期借入金 2,557百万円

(一年内に返済する長期借入金を含む）

　合計 3,477百万円

　２　保証債務
(1) 次の会社の銀行借入等について保証を行ってお
ります。
　㈱日本情報マート 247百万円
　トーカイフーズ㈱ 162百万円
　㈱サン・シング東海 104百万円
　シーシーエヌ㈱ 90百万円
　その他（１社） 0百万円

(2) 当社従業員の銀行借入について保証を行ってお
ります。

　当社従業員　１人 1百万円

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱のゴルフ会員権を
購入する顧客のため、金融機関との提携ローンに対
する同社の保証債務について連帯保証を行ってお
ります。
 174百万円
　　合計 781百万円

　２　保証債務
　　次の会社等の金融機関からの借入について保証を
行っております。
　㈱日本情報マート 208百万円
　㈱サン・シング東海 89百万円
　シーシーエヌ㈱ 68百万円

　その他 2百万円

　合計 368百万円

※３　当事業年度末日の満期手形の処理については、
手形交換日をもって決済処理しております。
　　なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が事業年度末日の残高に含まれ
ております。
　受取手形 23百万円

※３　　　　　　　――――――
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社に対する事項

　　関係会社に対するものは次のとおりであります。

　受取利息 2百万円

　受取配当金 153百万円

　受取手数料 66百万円

※１　関係会社に対する事項

　　関係会社に対するものは次のとおりであります。

　受取利息 3百万円

　受取配当金 203百万円

　受取手数料 67百万円

※２　固定資産売却益の内訳

　土地 127百万円

　その他 0百万円

合計 127百万円

※２　　　　　　　――――――

 

※３　固定資産売却損の内訳

　工具器具備品 0百万円

　その他 0百万円

合計 0百万円

※３　　　　　　　――――――
 

※４　固定資産除却損の内訳

　建物 222百万円

　機械装置 20百万円

　その他 15百万円

合計 258百万円

※４　固定資産除却損の内訳

　建物 29百万円

　その他 36百万円

合計 65百万円

※５　　　　　　　―――――― ※５　減損損失の内訳等

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

① 用途

遊休不動産

② 種類及び場所

三重県松阪市に保有する土地について減損損失

を計上しました。

③ 減損損失の内訳

（遊休不動産）

　土地 15百万円

 (2) 資産のグルーピングの方法

当社は、事業の区分をもとに、概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、

主に事業所を単位として資産のグルーピングを

行っております。

なお、減損損失を認識した遊休不動産について

は、個別の物件毎にグルーピングしております。

(3) 減損損失の認識に至った経緯

継続的に地価が下落している資産について減損

損失を認識しました。

(4) 回収可能価額の算定方法

正味売却価額により測定しており、固定資産税評

価額を合理的に調整した価格等を使用しておりま

す。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 7 70 0 78

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　市場買付による増加　　　　　　　　70千株

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　 0千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　 0千株

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 78 0 0 78

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　 0千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　 0千株
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

 

(注)　リース資産に配分された減損損失はないため、減

損損失に関する項目等の記載は省略しておりま

す。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

 

(注)　リース資産に配分された減損損失はないため、減

損損失に関する項目等の記載は省略しております。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
 

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
 

相 当 額

 (百万円) (百万円) (百万円)

建物 21 15 6

機械装置 18 13 4

車両運搬具 170 58 111

工具器具備
品

1,633 757 876

ソフトウェ
ア

48 26 22

　合計 1,892 871 1,021

 (注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

 
取得価額
 

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
 

相 当 額

 (百万円) (百万円) (百万円)

建物 21 18 3

機械装置 18 16 1

車両運搬具 228 90 137

工具器具備
品

1,730 845 884

ソフトウェ
ア

48 35 13

　合計 2,047 1,006 1,040

(注)　　　　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 299百万円

１年超 721百万円

　合計 1,021百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 345百万円

１年超 695百万円

　合計 1,040百万円

(注)　　　　同左

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 325百万円

減価償却費相当額 325百万円

　

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 353百万円

減価償却費相当額 353百万円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　同左

２　　　　　　　　―――――― ２　オペレーティング・リース取引(借主側)

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 6百万円

合計 9百万円
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(有価証券関係)

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
はありません。

次へ
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(税効果会計関係)

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の
発生の主な原因別の内訳

    

　繰延税金資産       
　　たな卸資産評価損  70百万円  20百万円 
　　投資有価証券評価損  291百万円  291百万円 
　　賞与引当金  143百万円  142百万円

 
　　役員賞与引当金  6百万円   ―百万円
　　貸倒引当金  26百万円  5百万円  
　　退職給付引当金  35百万円  33百万円 
　　確定拠出年金制度移換金  418百万円  308百万円 
　　役員退職慰労引当金  69百万円  78百万円 
　　関係会社株式評価損  3,747百万円  ―百万円  
　　減損損失  85百万円  92百万円 
　　繰越欠損金  1,091百万円  5,178百万円 
　　その他  130百万円  146百万円 
　繰延税金資産小計  6,117百万円  6,296百万円 
　　評価性引当額  △4,080百万円  △1,220百万円 
　繰延税金資産合計  2,036百万円  5,075百万円 
       
　繰延税金負債       
　　固定資産圧縮積立金  △44百万円  △43百万円 
　　その他有価証券評価差額金  △453百万円  △192百万円 
　繰延税金負債合計  △498百万円  △235百万円 
　繰延税金資産の純額  1,538百万円  4,840百万円 
       
２　法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

   

 

      
　法定実効税率 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効
税率の百分の五以下である
ため注記を省略しておりま
す。

  40.4％

 

　(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない
項目

  △5.7％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない
項目

  20.7％

住民税均等割   △13.9％
評価性引当額の増減   883.3％
その他   △0.4％
税効果会計適用後の法人税等の負担
率

  924.4％

    

 

 

(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載してお

りません。

 

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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 (１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 934.95円１株当たり純資産額 1,058.80円

１株当たり当期純利益 80.94円１株当たり当期純利益 155.23円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 
前事業年度末

(平成19年３月31日)
当事業年度末

(平成20年３月31日)

　純資産の部の合計額 (百万円) 16,073 18,202

　純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) ― ―

　普通株式に係る純資産額 (百万円) 16,073 18,202

　普通株式の発行済株式数 (千株) 17,270 17,270

　普通株式の自己株式数 (千株) 78 78

　１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

(千株) 17,192 17,191

 

２　１株当たり当期純利益

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当期純利益 (百万円) 1,356 2,668
　普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―
　普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,356 2,668
　普通株式の期中平均株式数 (千株) 16,761 17,192
 

 

 

(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（大豊商事株式会社の株式取得に関する事項）
当社は平成19年６月21日開催の取締役会において、
大豊商事株式会社の株式取得を決議し、平成19年６月
21日付けで株式取得を実施し完全子会社といたしま
した。なお、詳細については、連結財務諸表における
「重要な後発事象」に記載のとおりであります。

――――――
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

投資有価証券
その他有価証

券

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

㈱十六銀行 882,435 506

㈱大垣共立銀行 824,836 442

シーシーエヌ㈱ 4,428 442

㈱メイテック 94,200 284

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 522,844 156

名糖産業㈱ 68,000 143

豊田通商㈱ 62,445 132

㈱三菱東京ファイナンシャル・グルー

プ
147,070 126

㈱三井住友フィナンシャルグループ 189 124

㈱オリバー 62,000 96

㈱アインファーマシーズ 54,700 88

その他34銘柄 481,347 401

計 3,204,495 2,946

 

【債券】

 

投資有価証券 その他有価証券

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

カリヨン・フィナンス・米ドル建
リバースフローター債

50万US$ 49

第３回中部国際空港債券 10 10

計 ― 59

 

【その他】

 

有価証券 その他有価証券

種類及び銘柄
投資口数等
(万口)

貸借対照表計上額
(百万円)

(投資信託受益証券)   

ＭＨＡＭモルガンプライム・インカム 5,340 50

小計 5,340 50

投資有価証券 その他有価証券

(投資信託受益証券)   

大和住銀日本バリュー株ファンド 5,681 51

その他の投資信託５銘柄 13,675 78

小計 ― 130

計 ― 180
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末
残高
(百万円)

当期
増加額
(百万円)

当期
減少額
(百万円)

当期末
残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
帳簿価額
(百万円)

有形固定資産        

　建物 6,4011,481 68 7,814 3,235 249 4,579

　構築物 489 84 8 565 380 23 184

　機械装置 3,276 584 72 3,789 2,818 327 970

　車両運搬具 107 20 30 98 67 18 31

　工具器具備品 1,552 374 511 1,415 841 403 574

　土地 4,726 322
19
(15)

5,029 ― ― 5,029

　建設仮勘定 272 71 272 71 ― ― 71

計 16,8262,940
982
(15)

18,784 7,343 1,022 11,441

無形固定資産        

　のれん 54 89 ― 143 32 21 111

　借地権 119 9 117 11 ― ― 11

　ソフトウェア 370 107 113 364 169 86 195

　その他 84 75 69 90 0 0 89

計 628 282 301 610 202 107 407

長期前払費用 54 5 4 54 25 9 28

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 （羽島インター工場の新設） 770百万円

建物 （三重工場の新設） 332百万円

機械装置 （三重工場の新設） 275百万円

   

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

工具器具備品 （一括償却資産　ベッド等） 454百万円

   

３　当期減少額の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

４　長期前払費用は、貸借対照表の「長期前払費用」のうち、法人税法に規定する償却対象資産のみを記載

しております。

 

 

【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金（注） 101 2 27 6 69

賞与引当金 353 352 353 ― 352

役員賞与引当金 17 ― 17 ― ―

役員退職慰労引当金 171 32 9 ― 194

(注)　貸倒引当金の当期減少額(その他)のうち、5百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額、1百万円は回収に

よる戻入であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成20年３月31日現在)における主な資産及び負債の内訳は次のとおりでありま

す。

 

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 71

預金

当座預金 1,085

普通預金 113

外貨普通預金 30

郵便貯金 18

計 1,247

 合計 1,318

 

②　受取手形

　　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

東海教育産業㈱ 89

医療法人宏生会 26

㈱リースキン神奈川 24

中越クリーンサービス㈱ 20

湘南リース㈱ 13

その他 94

合計 269

　　期日別内訳

期日
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月以降 合計

金額
（百万円）

89 63 43 25 19 4 22 269

 

③　売掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

国民健康保険団体連合会 424

 (医)豊田会刈谷豊田総合病院 127

みなと医療生活協同組合協立総合病院 102

東海教育産業㈱ 69

㈱エム・アイ・シー 64

その他 3,155

合計 3,943

　　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100(Ａ)＋
(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋
(Ｄ) ÷

(Ｂ)

２ 366

3,722 33,682 33,460 3,943 89.5 41.6

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記の金額は消費税等が含まれております。
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④　商品

品名 金額(百万円)

リースキン関連事業用商品 443

病院関連事業用商品 127

シルバー関連事業用商品 13

その他 2

合計 586

 

⑤　資材及び貯蔵品

区分 金額(百万円)

(資材)  

病院関連事業用資材 246

シルバー関連事業用資材 72

その他 57

計 376

(貯蔵品）  

工場用消耗品等 18

その他 28

計 47

合計 423

 

⑥　関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

㈱トーカイ(四国) 8,684

たんぽぽ薬局㈱ 2,293

㈱日本情報マート 151

その他８社 461

合計 11,591

 

⑦　繰延税金資産

繰延税金資産(投資その他の資産)は、3,827百万円であり、その内容については「２ 財務諸表等　(1) 財

務諸表　注記事項(税効果会計関係)」に記載しております。

 

⑧　買掛金

相手先 金額(百万円)

クリーンテックス・ジャパン㈱ 237

㈱アートユニフォーム岐阜 153

パラマウントベッド㈱ 139

㈱サカタ 114

㈱栄光社 103

その他 2,028

合計 2,777
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⑨　関係会社短期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱トーカイ(四国) 3,000

たんぽぽ薬局㈱ 1,500

合計 4,500

 

⑩　一年内に返済する長期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱大垣共立銀行 786

㈱十六銀行 577

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 319

㈱北陸銀行 239

㈱みずほ銀行 164

その他 291

合計 2,379

 

⑪　社債（固定負債）　　　　　　　　　　　3,030百万円

社債の発行年月日、利率等については、「１ 連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　⑤ 連結附属明細表　社

債明細表」に記載しております。

 

⑫　長期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱大垣共立銀行 1,100

㈱十六銀行 1,007

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 852

㈱北陸銀行 596

㈱みずほ銀行 462

その他 448

合計 4,467

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券　1,000株券　100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
　中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

　　株券喪失登録に
　　伴う手数料

１．喪失登録　　　　　１件につき9,030円（内消費税430円）
２．喪失登録株券　　　１枚につき  525円（内消費税 25円）

単元未満株式の
買取り・買増し

 

　　取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
　中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法とす
る。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお
りです。
　http://www.tokai-corp.com/finance/

株主に対する特典

株主優待　毎年３月31日現在の所有株式数100株以上の株主様に対し、贈呈基準に従　　
い当社オリジナルビーフカレー等を贈呈いたします。

　 100株以上　～ 　1,000株未満 １箱

 1,000株以上　～　10,000株未満 ３箱

10,000株以上　　　　　　　　　 ５箱

   

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割

当てを受ける権利ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第52期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

 
平成19年６月29日
関東財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第53期中)
 

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

 
 
平成19年12月26日
関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書
  

平成19年９月３日
関東財務局長に提出

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第17号（連結子会社の民事再生法の規定による再生手続
き開始の申立）の規定に基づく臨時報告書であります。
 

(4) 臨時報告書
  

 
平成19年９月３日
関東財務局長に提出

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（連結子会社の株式売却）の規定に基
づく臨時報告書であります。
 

(5) 臨時報告書の訂正報告書
  

平成19年10月23日
関東財務局長に提出

 
平成19年９月３日提出の臨時報告書（連結子会社の株式売却）に係る訂正報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月29日

株式会社トーカイ

取　締　役　会　御　中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　松　　真　　人　　㊞

   

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　鈴　　木　　晴　　久　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社トーカイの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社トーカイ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度か

ら貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、この会計基準により連結財務

諸表を作成している。

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年６月２１日付で、大豊商事株式会社の株式を取得

し、完全子会社としている。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。　

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月27日

株式会社トーカイ

取　締　役　会　御　中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　松　　真　　人　　㊞

   

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　鈴　　木　　晴　　久　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられている株式会社トーカイの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社トーカイ及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月29日

株式会社トーカイ

取　締　役　会　御　中

 

監査法人　トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　松　　真　　人　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　鈴　　木　　晴　　久　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社トーカイの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５２期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社トーカイの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年６月２１日付で、大豊商事株式会社の株式を取得

し、完全子会社としている。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月27日

株式会社トーカイ

取　締　役　会　御　中

 

監査法人　トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　松　　真　　人　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　鈴　　木　　晴　　久　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられている株式会社トーカイの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第

５３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社トーカイの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

 

EDINET提出書類

株式会社トーカイ(E04826)

有価証券報告書

111/111


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

